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近年，豪雨の頻発化により，土石流に流木を伴う災害が各地で発生しており，対策の重要性

が高まっている．従来は，現地調査を通じて対策の優先順位を検討する必要があり，特に広範

囲において検討する場合には，多大な労力と時間を要していた．本稿では，航空レーザー測量

やAI解析を活用し，現地調査をほとんど行わずに流木発生ポテンシャルを評価し，対策の優先

度を検討できることを示す．特に，その一環として実施した流出流木量の算出および設定方法

を詳細に報告する． 
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1．  はじめに 

 
 近年，豪雨の頻度・強度の増加により，人的被害・物

的被害が大きい災害が増加している1)．特に，伊豆大島

を中心に被害をもたらした平成25年台風第26号において

は，渓流から土石流とともに流出した樹木（以下，流

木）により，広範囲に被害が及んだ2)．このような背景

から，全国的に流木災害への備えが検討されつつある3)． 
流木対策としては，既存の砂防堰堤に流木止めを新設

することや，流木捕捉効果の高い透過型鋼製砂防堰堤を

新たに整備などが挙げられる．しかし，どの渓流に対し

てどのような対策を講じるべきか，また，どの渓流から

詳細な調査を進めるべきかといった優先度を決定するた

めには，従来はすべての渓流について現地調査を行う必

要があり，多大な労力と時間を要するものであった． 
このような課題に対応するため，林野庁では航空レー

ザー測量を活用し，現地調査を実施せずに流木災害のリ

スクを特定する手法として「流木災害対策の必要な森林

を抽出する手法 手引き書（案）」（平成28年3月）（以

下，流木災害対策の手引き）を示されているところであ

る．流木災害対策の手引きは，国土交通省の砂防部等で

も利用を推奨しており，奈良県においても，流木災害対

策の手引きを活用して，県内の全ての土砂災害警戒区域

および土砂災害特別警戒区域に指定された渓流（以下，

土石流危険渓流）の3,745渓流を対象として，山腹崩壊

危険度および森林の土砂崩壊防止機能を評価し，流木発

生の危険性がある斜面（以下，流木発生ポテンシャル）

の抽出を実施した．さらに，流出流木量，土砂量，保全

対象の有無等を評価因子として，流木対策の優先度評価

を行った． 
都道府県全域の土石流危険渓流を対象として，このよ

うな調査を実施した事例は，全国的にも少ないと考えら

れる．本稿では，その一部として，流出流木量の算出お

よび設定方法について，考察を加え報告する． 
 

2．  発生流木量の算出の流れ 

 
発生流木量の算出にあたっては，土石流発生時に想定

される渓流の浸食幅内に存在する材積量（樹木の体積）

を求める必要がある．材積量は一般に，現地調査で得ら

れた「胸高直径（根元から高さ1．2 mにおける樹木の直

径）」および「樹高（樹木の高さ）」を用い，各都道府

県または林野庁が定めている立木幹材積表から導出され

る． 
本稿では，前章で述べたように奈良県内全ての土石流

危険渓流が，3,745渓流存在することから，従来のよう

に現地調査を実施するのではなく，まず，全県の航空測

量写真及び航空レーザー測量を実施した．その航空写真

に人工知能（AI）を用いて，対象渓流の林相区分図を作

成し，樹種ごとに分類を行った．次に，胸高直径および

立木密度について換算式を導出し，材積算出に必要な値

を推定した．さらに，樹高については航空レーザー測量

の成果を活用して算出した．また，渓流の浸食幅につい

ても，既存の基礎調査の成果を用いて机上で算出した． 
以下では，これらの各手法について順に詳述する． 
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3．  発生流木量算出に伴う因子の設定 

 
(1)   林相区分図の作成 
針葉樹と広葉樹では，発生流木量の算出に必要な樹高

や胸高直径，材積などの特性が異なるため，林相区分図

を作成し，針葉樹・広葉樹を分類する必要がある． 
林相区分図の作成にあたっては，当初，森林計画図

（地域森林計画の対象となる民有林の位置を森林基本図

に林班界として示した図）および森林簿（森林の所在地，

所有者，面積，森林の種類，材積，成長量などを記載し

た台帳）を活用できると考えていた．しかし，内容を確

認したところ，森林計画図と森林簿の情報に不一致が見

られるなど，樹種を特定することが困難であった． 
そこで本調査では，全県で統一した基準による林相区

分を漏れなく実施することを目的とし，対象渓流におい

て，オルソ写真解析を人工知能（AI）を用いて実施した．   
今回使用したAIは，日本国内で多数の樹種を把握した

既存のオルソ写真を用いて深層学習（ディープラーニン

グ）を行ったものであり，これにより「スギ」「ヒノ

キ」「その他森林」「森林以外」に分類した，全県統一

基準による林相区分図を作成した． 
さらに，作成した林相区分図の精度を検証するため，

一部の渓流において現地調査を実施した．その結果，全

体としては大きな誤差がないことを確認できたが，樹種

が混在する箇所では判定に誤差が生じる事例が見られた．

この要因としては，AI の教師データに全国的な汎用デ

ータを使用していることが挙げられる．奈良県や紀伊山

地に特化した教師データを用いることで，地域ごとの植

生の特性を反映することが可能となり，樹種が混在する

箇所においても，精度向上が見込まれる． 
 
(2)  航空レーザー測量成果を用いた樹高の推定 
樹高の算出には，航空レーザー測量成果を用いて樹頂

点（樹木の最上部）を特定する必要がある．針葉樹は樹

冠（樹木上部の枝葉が密集する部分）形状が明瞭である

ため，樹頂点を判別しやすい．一方，広葉樹は樹冠の形

状が複雑であり，樹頂点の判別が困難である．そのため，

広葉樹については，流木災害対策の手引きのとおり，樹

高の算出は行わず立木材積の推定を行う方法を採用した．

広葉樹に関する内容は後の項で述べることとし，本項で

は針葉樹に関する結果のみを報告する． 

針葉樹の樹高は，流木災害対策の手引きを基に，航空

レーザー測量成果より求めた． 

 樹高は，航空レーザー測量のオリジナルデータ（ラン

ダムポイント）であるDSM（航空レーザー測量で直接得

られる標高データ(建物や樹木の高さを含む）と，そこ

から0．5mメッシュのDEM(建物や樹木の高さを取り除い

た地表面の標高データ）の差分よりDCHM（樹冠表層の高

さデータ）を作成した．そのDCHMデータを画像処理する

ことで，DCHMのピークを求め，そのピークまでの地表面

からの高さを樹高とした． 

 
図-2  森林解析イメージ 

図-1  林相区分図の作成イメージ 

 

AI判読 

←その他森林（広葉樹） 

樹冠形状がわかりにくく，

樹頂点が判断できない 

オルソ画像 林相区分図 

←スギ（針葉樹） 

樹冠形状がわかりや

すく，樹頂点が判断

できる 
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(3)   胸高直径の推定 
 胸高直径は，航空レーザー測量成果からは枝葉の影響

により直接計測することが困難である．そのため，流木

災害対策の手引きにおいても，樹高から胸高直径を推定

する換算式を導出する必要があるとされているため，本

稿では，令和2年度から4年度にかけて奈良県内で実施さ

れた既往業務による現地調査347地点から得られた森林

データを利用して，樹高と胸高直径の関係を整理し，換

算式を導出した（図-3）．この換算式に前項で求めた樹

高を代入することで，各単木の胸高直径を推定した． 

今回の調査では，図中の赤色線の平均的な回帰式を全

県で適用したが，プロットの分布をみると，例えば樹高

20mの樹木でみると胸高直径はおおよそ20cmから最大

60cmの範囲に散らばっている．胸高直径が2倍違うと材

積量は4倍の違いとなるので流出流木量に大きく影響が

あり，今回の方法はばらつきが反映できていない． 
なお，流木災害対策の手引きに示されている胸高直径

の推定式についても，決定係数が0．713であり（図-4），

今回算出された決定係数と比較すると高いが，同じ樹種

でも胸高直径が同じで樹高のばらつきがあるのは考えら

れることであり，サンプル数を増やした影響と考えてい

る． 

 このように判断しているものの，サンプル数を増やし

て検討した事例が少ないことから，今後は，圏域ごとの

林相（樹種・樹高分布）や森林簿の林齢等を参考に，圏

域ごと（奈良県では，大和川圏域，紀の川圏域，淀川圏

域，新宮川圏域）にサンプルを分類・集計したうえで関

係式を圏域ごとに作成することで精度向上できるのでは

ないかと考えている．なお，サンプルの収集については，

今後の砂防事業において実施される現地調査の成果を用

いることで，効率的に圏域ごとのデータを得ることがで

きると考える． 
また，関係式の形についても，流木災害対策の手引き

において示されている1次関数としたものの，実測デー

タの傾向に応じて2次関数や他の近似式と比較検討する

ことが有効であると考えられる． 
 

 

図-3 樹高と胸高直径の関係（針葉樹） 

 

 

図-4 樹高と胸高直径の関係（流木災害対策の手引き） 

 

(4)   材積量の算定 
 針葉樹については，前章で推定された胸高直径に基づ

いて，流木災害対策の手引きが示す計算式（式１）によ

り単木ごとの立木材積を算出し，流域または渓流単位で

集計を行った． 

 

 

 

一方，広葉樹については，樹冠形状が不明瞭で単木の

識別が困難なため，流木災害対策の手引きに基づき，調

査プロット（10mメッシュ）内のDCHMの合計（総体積）

と，現地調査により得られた単位面積あたりの立木材積

（100m²あたり）との関係を求め，DCHMから樹高を用い

ることなく，直接立木材積を推定する換算式を作成した．

この総体積法により，10mメッシュごとに立木材積を算

出した． 

換算式の作成にあたっては，針葉樹と同様に，奈良県

内で過去に実施された既往業務の成果から得られた森林

データをサンプルとして活用した．ただし，広葉樹林は

天然林が多く4)，針葉樹と比較して樹種・樹齢・樹形が

多様であるため，今後は，針葉樹と同様に広葉樹につい

ても圏域ごとにサンプルを分類・集計した上で，圏域単

位で換算式を作成することにより，各流域における林相

の特性を反映した推定が望まれる． 

 

4．  発生流木量の算出 

 

 前章で作成した林相区分図および単木ごとの位置情報，

樹高，胸高直径，立木材積を用いて，針葉樹と広葉樹を

区別して発生流木量を算出した． 

 針葉樹については，谷次数区分と林相区分，樹頂点を

重ね合わせ，谷次数別に設定された侵食幅内に含まれる

(式１) 
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樹頂点を抽出した．抽出された各単木について，前章で

求めた材積を用い，流木災害対策の手引きが示す計算式

（式 2）により発生流木量を算出した． 

 

 

 

 
 

広葉樹については谷次数区分と林相区分，10m メッシ

ュごとに算出した単木材積を重ね合わせ，土石流発生時

に侵食が予想される平均渓床幅内にかかる 10mメッシュ

内の単位体積当りの発生流木量を算定した． 

 

5．  流出流木量の算出 

 

流出率については，流木災害対策の手引きにおいて，

治山施設等が未整備の渓流における標準的な上限値とし

て0．9が示されている 

そのことから，流出流木量は，前章で算出した発生流

木量に対して，流出率である0．9を乗じることにより算

出した． 

流出率を0.9とした場合の結果は，流出流木量が0〜25，

100 m3/km2の範囲で分布しており，特に県北東部におい

て高い傾向が確認された．（図-5） 

 

6．  おわりに 

  

本稿では，奈良県内のすべての土石流危険渓流を対象

として，現地調査をほとんど行わずに流出流木量の算出

を実施した．今回は事例が少ないことから現地調査を行

ったものの，現地調査なしに実施できることがわかった．

広域にわたる調査において，航空レーザ測量成果を活用

した本手法は，従来のように渓流ごとに実施してきたサ

ンプリング調査と比較して効率的であり，調査者による

判断のばらつきが生じにくいことから，全県一律の評価

が可能となり，渓流間の比較に適している． 

本稿の林相区分図の作成に用いたAIについては，全国

的な一般データを教師データとして使用したが，奈良県

および紀伊山地の地域特性を反映したデータを用いるこ

とで，さらなる精度向上が期待される．また，胸高直径

や材積の推定に用いた換算式については，ばらつきの反

映が課題である．今後は，砂防全体計画策定時に実施さ

れる現地調査の結果を蓄積して，圏域ごとの特性を反映

した換算式とすることで，より現地の実態に即した推定

が可能になると考えられる． 

本稿で示した方法は，広範囲においての流木災害対策

の優先度を検討する際の基礎資料として有効であるとい

える．本県においては，今回の結果を活用して流木対策

を進めて行きたいと考えている． 

 

 

 

参考文献 

1) 気象庁：「災害をもたらした気象事例」，気象庁ウェブサイ

ト，https://www．data．jma．go．jp/obd/stats/data/bosai/report/index．
html， 

2) 砂防・地すべり技術センター：「平成25年 台風26号によ

る 伊豆大島土砂災害の 現地調査報告」，『砂防学会誌』 
3)国土交通省砂防部： 
「土砂災害対策の強化に向けて 提言」，平成26年7月，

『土砂災害対策の強化に向けた検討会』 
 
4)林野庁：「森林・林業白書 令和5年度」 
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天神川氾濫災害について 
～再現計算による氾濫事象の再現～ 

 
 

杉原 智史1 
 

1兵庫県 土木部 河川整備課 （〒650-8567兵庫県神戸市中央区下山手通5-10-1） 

 

2023年5月8日，（二）武庫川水系天神川（以下，「天神川」という．）の堤防強化工事中に

洪水が仮締切を越水し，本堤が破堤する大規模な氾濫災害が発生した．本論では，破堤後の現

場状況から氾濫原因を特定するという課題に対して，計算により氾濫事象を再現し，破堤に至

ったメカニズムを解明した過程で得られた知見を報告するものである． 
 

キーワード 氾濫事象の再現、二次元不定流計算、二次元浸透流計算  
 

 

1.  はじめに 

 

天神川の堤防強化工事中,2023年5月6日～8日の降雨

（時間最大29.4mm/hr）によりピーク流量が16.0m3/sに達

し，2023年5月8日0時30分頃に本堤が破堤した． 

発災直後から，マスメディアやSNS等で状況が伝えら

れた．また，工事中の出来事であり，被害も甚大であっ

たことから，氾濫原因を特定した上で，当該箇所におけ

る残工事の施工方法を整理するとともに，今後の安全な

河川工事のあり方を審議する目的で，2023年6月8日に

「天神川氾濫災害調査委員会」（以下，「調査委員会」

という．）を設置した． 

本論では，破堤後の現場状況から氾濫原因を特定する

という課題に対して，二次元不定流計算や二次元浸透流

計算により氾濫事象を再現し，破堤に至ったメカニズム

を解明した過程で得られた知見を報告する． 

 

2.  天神川の氾濫災害について 

 

(1)  天神川の概要 

天神川は兵庫県宝塚市中山五月台にその源を発し，途

中，天王寺川と合流し武庫川に合流する，流域面積

8.2km2，法河川延長5.2kmの県管理河川である(図-1) ． 

古くは，奈良時代の高僧である行基により，昆陽上池

（現在の昆陽池）に導水するため，昆陽上池溝として整

備されたと言われており，その後約1,300年の中で上流

から流れてくる土砂による埋塞，浚渫を繰り返し,災害

復旧や河川改修事業により現在の天神川となった．晴れ

た日であれば水が流れない枯れ川であるが，一旦雨が降

ると，水位が急激に上昇する河川である．また，天神川

の5.2kmのうち2.8kmで河床高が堤内地盤高より高い天井

川となっている(写真-1)． 

（二）天神川

法
河

川
延

長
L
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m

 

宝塚市
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L
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m
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図-1  位置図 

破堤箇所

天神川

浸水範囲

写真-1  天井川区間（手前は破堤箇所） 
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(2)  事業概要 

天井川区間のうち上流側のL=2.3kmでは,河川改修から

50年以上経過し，堤体からの漏水が確認されたこともあ

り，2009年度から老朽化した河床張りコンクリートと護

岸の改修を行う堤防強化工事に着手している．今回破堤

した箇所以外については堤防強化工事が完了していた. 

 

(3)  今回工事の概要 

天神川の河道下を貫く市道長尾荒牧トンネルの改築及

び天神川堤防強化の本体工に先立ち本体工で必要となる

仮設部分を工事発注していた． 

工事内容は，①重機等の荷重によるトンネル崩落を防

止するための流動化材を用いたトンネル内充填，②トン

ネル周辺の土砂を支えるための土留工（親杭横矢板，切

梁等）の設置，③工事期間中，河川内の流水を受ける仮

設鋼板水路の設置である(図-2) ． 

これらは，既設トンネルを撤去した後，新たにボック

スカルバートを設置する本体工の準備として施工してい

た. 

(4)  氾濫被害の発生 

2023年5月6日～8日の降雨により2023年5月8日の0時30

分頃に洪水が仮締切を越水し,仮設鋼板水路設置に向け

て部分的に開削していた本堤が決壊し，浸水被害が発生

した（図-3) ，（写真-2,3）． 

決壊した堤防延長は約30mであり，浸水面積は約3.3ha

に広がった．人的被害は負傷者1名，物的被害は床上浸

水2棟，床下浸水10棟であった． 

 

 
 
 

3.  被災時の状況整理 

 

(1)  降雨状況 

被災箇所周辺にある国，県，市の雨量データを収集し，

ティーセン分割により流域平均雨量を算定した結果，時

間最大雨量は，5月7日23時00分から24時00分の29.4mm/hr,

連続雨量は5月6日20時から5月8日4時までの187.17mmで

あった． 

 

(2)  目撃情報の収集 

氾濫原因の究明にあたり，どのような過程を経て破堤

に至ったのか客観的な情報を得る必要があるため，地元

住民，工事施工業者から目撃情報を聴聞した（表-1） ． 

 

写真-2  被災状況(2023年5月8日 2:30) 

市道 長尾荒牧線

天神川

 

写真-3  被災状況 

  

図-2  計画横断図 

 

 

 

図-3  被災時平面図 

 
表-1  目撃情報 

目撃情報（図-2参照）日 時

No.18+20付近で仮締切工の大型土のうからの越流が始まる.5月7日23時30分頃

No.18+20からNo.18+40区間で大型土のうからの越流が拡大.5月7日23時40分頃

No.18+20からNo.18+40区間で大型土のうからの越流が継続し,左岸側に流

木が流れ込み,仮締切内の水位が上昇.(大型土のうの2/3程度,約60cm)

5月8日 0時00分頃

No.18+20,No.18+40付近で大型土のうが転倒していることを確認.

左岸川裏側堤防法面中腹の小段部からの漏水（パイピング）を確認.

5月8日 0時25分頃

トンネルの左岸上流端部付近で堤防の決壊を確認.決壊幅は5cm程度で

あった.

5月8日 0時30分頃

上流側へ決壊が進み,最終的な決壊幅は約30cm程度となったことを確認.5月8日 1時15分頃
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4.  被災流量の推定 

 

(1)  伊丹市のライブカメラ映像による流量の推定 

今回の出水による洪水痕跡を調査したが，明確な痕跡

を確認することができなかった．このため，氾濫箇所の

約300m上流に設置されている伊丹市のライブカメラ

（30分毎に静止画を撮影）から水位を確認し(図-4) ，等

流計算により流量を算出した(図-5) ．その結果，ピーク

時の流量は5月8日0時00分で16.0 m3/s(水位0.87m)と推定し

た． 

 

(2)  準線形貯留関数モデルによる流量の推定 

4.(1)で算出した流量はあくまで簡易な手法での推定流

量であり, ライブカメラ映像が鮮明でないという課題も

あることから,解析による流量算出も試みた.まず,被災

流量を容易に算出可能な合理式法により算出したところ

被災流量は22.18m3/s，被災水位は1.1mとなった．しかし，

ライブカメラ映像（水位0.87m）と大きく乖離した結果

となった．そのため，被災流量の確度を高める，別の手

法での流量算出を実施した． 

天神川流域の上流部には山地を開発した住宅地が広が

り(図-6) ，防災調整池もあることから，土地利用と貯留

効果を考慮できる，「準線形貯留関数モデル」により流

量の算出を実施した．ただし，天神川には水位計が設置

されていないこと，また，流量観測も行っていないこと

から，流出解析条件の同定作業を行うことができないた

め，解析に用いた土地利用の定数は標準値とした.その

結果，ピーク流量は5月8日0時00分の14.65 m3/s（水深

0.82mと推定）と算出した． 

この結果は，ライブカメラ映像から推定したピーク時

刻，流量とも概ね一致していることが確認できたため，

今回の被災ピーク流量は実現象を撮影したライブカメラ

映像から算出した5月8日0時00分の16.0 m3/sと断定した． 

5.  氾濫事象の再現 

 

(1)  平面二次元不定流計算モデルによる流況再現 

4.で算出した被災ピーク流量を用いて,被災箇所におけ

る仮締切の越水状況の再現を試みた. 

一次元不等流計算では仮締切を越流した後の流況を再

現することができないこと，また，4.(1)で算定した30分

毎のハイドログラフの流況（不定流）を再現できないこ

とから，平面二次元不定流計算モデルによる流況再現を

実施した．解析メッシュは，土のうの大きさ（約1m）

を考慮して50cm程度とした．平面二次元不定流計算に

よる流況計算と各時刻の目撃証言が一致することを確認

し，モデルの妥当性を確認した． 

 

 

 

 
図-4  伊丹市ライブカメラ映像 

流速
(m/s)

大型土のう転倒箇所から流入河川側 流量： 5.2（m3/s）

締め切り内側 流量： 10.3（m3/s）

 

図-7  破堤時の流速コンター図（5月8日0:30二次元不定流計

算） 
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図-5  伊丹市ライブカメラ地点のハイドログラフ 

 

 

土地利用区分ごとの面積 (k㎡）

1.507-建築用地
一般市街地

0.019-幹線交通用地

1.615-森林山地

0.072-その他の農用地
畑・原野

0.056-荒地

0.03B-河川池及び湖沼対象外

3.27合計 ：破堤箇所

①天神川西ダム

②天神川東ダム

③天神川調整池

図-6  土地利用区分図 

 

 

0.87m 

平常時 氾濫発生時 

一般部門(安全・安心)Ⅱ：No.02

3



 

(2)   二次元浸透流計算によるパイピング破壊の再現 

現場では仮締切を越水した後,堤防が破堤に至った.こ

の現象を再現するため,二次元浸透流計算により浸透破

壊について検証を行った．検討位置は，パイピングが生

じた左岸堤防部(図-9)及び20m上流側の左岸堤防部(図-

10）とした．堤防への外力は，5.(1)の二次元不定流計算

より算出した仮締切内の水位とした．浸透流計算の結果、

左岸堤防部(図-9)において，5月8日0時25分に堤防裏法

の小段部の局所動水勾配が限界動水勾配を上回りパイピ

ングが生じる結果となった． 

これは目撃証言とも一致しており，モデルの妥当性を

確認することができた． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

6.  氾濫災害の原因特定 

 

(1)  再現モデルによるケーススタディ 

 前章の再現モデルを基に，計画と施工で異なる条件に

着目し，今回の氾濫原因の絞り込みを行った．設計時の

条件と異なる①水路幅，②土のう高さ，③土のうの積み

方，④河床の遮水措置の条件を組合せた8ケースにおい

てケーススタディを実施した． 

結果は表-2のとおりであり,以下①～④結論を導き出

した. 

①水路幅（現場再現とｹｰｽB，C，F，Gの比較）では，

設計どおり4m確保できていれば決壊に対して安全

になるため，水路幅が設計どおり4m確保できてい

れば破堤しない． 

②土のう高さ(現場再現とｹｰｽAの比較)では，いずれも

破堤の可能性があり，土のう高さは破堤に影響が

ない． 

③土のうの積み方(現場再現とｹｰｽDの比較) では，い

ずれも破堤の可能性があり，土のうの積み方は破

堤に影響がない． 
④河床の遮水措置（現場再現とｹｰｽ H の比較）では，

河床へ遮水ができていれば破堤しない． 

 

(2)  被災原因の特定 

被災時の河道は，クレーンの施工ヤードを確保するた

め土のうを設置し，水路幅が 4m確保されておらず，仮

締切工の大型土のうを越水し，仮締切工内に溢水した． 

仮締切工内は，既設河床張コンクートを剥離させた状

態であり，容易に仮締切工内に流入した水が河床から堤

防へ浸透できる状態であった。仮締切工内に流入後、仮

締切工内の水位や堤体内の水位が上昇したことから堤防

裏法面中段の小段付近からパイピングが発生し、堤防決 

壊に至ったと特定した． 
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図-8  破堤時の水位縦断図 

 

パイピングに対する安全照査

i ＜ 0.5 パイピングが非発生

i :局所動水勾配の最大値

i h：水平方向

i v：鉛直方向

図-10  浸透解析結果（ケース2：No.18+40） 

 

パイピングに対する安全照査

i ＞ 0.5 パイピングが発生

i :局所動水勾配の最大値

i h：水平方向

i v：鉛直方向

図-9  浸透解析結果（ケース1：No.18+20） 
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7. 今後の課題 
 

被災流量を推定するため，4. (1)で述べたとおり、当

初は合理式法で推定していたが，実現象と大きく乖離

が生じる数値となった． 

合理式法は簡便に流量を算出できるメリットがある

一方，天神川のような流域が小さく，洪水到達時間が1

時間も満たない河川であれば，実際の流量より大きい

値が算出されると考える．また，天神川上流部には貯

留施設があったことで、その貯留効果も考慮するべき

であった．このように，適用する流出解析モデルによ

り河川流量の推定精度が大きく異なるため，流出解析

モデル毎の特性を把握した上で適用する必要がある． 

河川に関する流出解析モデルは多数存在することか

ら，現場の特性に応じたモデルを選択することは容易

ではなく，我々，河川技術者は常に研鑽し，知識の幅

を広げていく必要がある． 

 

 

8. おわりに 

 

被災に関する再現計算においては，水位計や河川監

視カメラがなく，破堤後の壊滅的な現場状況から氾濫

原因を特定することは困難を極めた．幸い，周辺のラ

イブカメラや目撃証言により被災流量の算定を行い，

被災当時の河川状況の再現を精緻に行うことができた． 

本論が，同様の災害のメカニズムを解明する際の一

助となれば幸いである． 

 

表-2  氾濫シミュレーション 

氾濫要因の洗い出し（シミュレーション）
現場再現計 算 条 件

JIHGFEDCBA

51.0mm/hr51.0mm/hr29.4mm/hr29.4mm/hr29.4mm/hr29.4mm/hr29.4mm/hr29.4mm/hr29.4mm/hr29.4mm/hr29.4mm/hrQ=34.3m3/s
既往最大
51.0mm/hr① 対象雨量

(流 量) 34.4m3/s34.3m3/s16.0m3/s16.0m3/s16.0m3/s16.0m3/s16.0m3/s16.0m3/s16.0m3/s16.0m3/s16.0m3/sQ=16.0m3/s
実績

29.4mm/hr

W=4.0m
W=1.8
～4.0m

W=1.8
～4.0m

W=4.0mW=4.0m
W=1.8
～4.0m

W=1.8
～4.0m

W=4.0mW=4.0m
W=1.8
～4.0mw=1.8～4.0m

計画 w=4.0m
水路幅

② 仮水路断面
施工 w=1.8～4.0m

H=2.0mH=1.6mH=1.6mH=2.0mH=1.6mH=2.0mH=1.6mH=2.0mH=1.6mH=2.0mH=1.6m
計画 H=2.0m

土のう高さ
施工 H=1.6m

上1
下2

上1
下1

上1
下1

上1
下2

上1
下2

上1
下2

上1
下2

上1
下1

上1
下1

上1
下1

上1
下1

計画 上1下2
③ 土のうの積み方

施工 上1下1

無し有り有り無し無し無し無し無し無し無し無し
有り

④ 河床の遮水措置
無し

○○△△△△△△△△
概ね想定内
(実測33mm/hr)△① 雨量の想定

考
え
ら
れ
る
要
因

○××○×××○××不足していた×② 通水断面の確保

○××○○××○○×不安定だった×③ 土のうの安定

×○○×××××××遮水できていなかった×④ 河床の遮水

×○○○○××○○×破堤×破堤危険度（可能性）
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淀川水系の総合土砂管理について 
 
 

徳野 崚治1 
 

1近畿地方整備局 和歌山河川国道事務所 工務第二課 （〒640-8227 和歌山県和歌山市西汀丁16番） 

 

 ダム貯水池における堆砂は，貯水容量を圧迫することでダムの機能を低下させることから，

ダムの長寿命化の実現に向けた最大の課題である．一方で，ダム下流河川ではダムによって土

砂が堰き止められることで，流下土砂量の減少により河床低下，河床の粗粒化等の問題が発生

している．こうした課題への対策として天ケ瀬ダム下流の宇治川及び淀川本川において，下流

河川の流砂環境の再生の観点から想定される土砂還元の制約条件及び期待する効果を定式化し，

適切な土砂還元の量及び粒径の範囲を検討した． 
 

キーワード 総合土砂管理，土砂還元，流砂環境再生  
 

 

1.  淀川水系総合土砂管理の概要 

 淀川は，その源を滋賀県山間部に発する大小支川を琵

琶湖に集め，大津市から河谷状となって南流し，桂川と

木津川を合わせて大阪平野を西南に流れ，途中神崎川及

び大川（旧淀川）を分派して大阪湾に注ぐ，幹川流路延

長 75km，流域面積 8,240 ㎞ 2の一級河川である．(図 -1) 

 

 

図-1  淀川流域図 

 

淀川水系には，合計で9つのダムが存在し，その内の

一つである天ヶ瀬ダムは，1964(昭和39)年に淀川水系淀

川（宇治川）に建設されたダムである．天ヶ瀬ダムの堆

砂状況について，進行しており，2021(令和3)年度時点の

全堆砂量は5,128千m3，計画堆砂量(6,000千m3)に対する堆

砂率は85.8%，比堆砂量254m3/km2/年となっており，計画

比堆砂量171m3/km2/年と比較して約1.5倍の速さで堆砂が

進行している1)．堆砂量の増加は，洪水調節機能の低下

に繋がるため，土砂の掘削等を実施している． 

 天ヶ瀬ダムの下流河川である宇治川及び淀川本川の状

況について，天ヶ瀬ダムの建設以降上流から流れてくる

はずの土砂が天ヶ瀬ダムに堆砂し，土砂が下流まで流れ

てこない．その影響を受けて，宇治川の一部区間におい

て，河床低下や粗粒化が起きている． 

 天ヶ瀬ダムの堆砂及び下流河川の土砂供給量の減少の

二つの課題を解決するために天ヶ瀬ダム直下に土砂還元

を実施することを検討している．その中で，土砂還元を

実施するにあたり，宇治川及び淀川の現状と抱えている

問題を把握する必要がある． 

 

2.  宇治川及び淀川本川の現状と問題の整理 

(1)河床材料の粗粒化 

 昭和40年から令和4年の河床材料調査の結果(図-2)によ

ると47.0k～51.0k付近において，河床材料の粗粒化が見

られる．天ヶ瀬ダムができたことにより，細かい粒径の

土砂が流れてこないため河床がアーマーコート化し，河

床材料が粗粒化することが考えられる． 

 
図-2  河床材料平均粒径縦断図 
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河床材料が粗粒化することにより，オイカワ，アユ等

の産卵床の減少等の生物環境への影響が考えられる． 

  

(2)河床低下 

 昭和50年から令和4年の横断測量の結果(図-3)によると

42.6k地点から48.0k地点において，横断図を経年的に確

認すると河床低下が進行している．天ヶ瀬ダムが建設さ

れたことにより，土砂供給量が減少し，河床低下を引き

起こしていると考えられる．過度な河床低下は構造物の

基礎の露出等の安全性への影響が懸念される．特に観月

橋では，橋梁の基礎が露出しており，構造物への影響が

懸念される． 

 

 

図-3  低水路平均河床縦断図 

 

(3)流下能力確保 

昭和50年から令和4年の横断測量の結果によると48.4k

地点から51.0k地点では堆積傾向にある．この区間は，

川幅が他の区間と比べ広くなっている．そのため，流速

が落ち，土砂が堆積する傾向となっている．また，「淀

川河川整備計画（変更）」2)に基づき淀川本川及び宇治

川では，流下能力確保のため，河床の掘削等の対策を実

施している．治水上必要な河積は，河床掘削箇所のみで

はなく，全ての区間において，確保する必要がある． 

上記で整理した各問題を解決するためには，各問題箇

所における管理目標を定め，目標に向けた対策を実施し

ていく必要がある．そのため，天ケ瀬ダム下流の宇治川

及び淀川本川において，下流河川の流砂環境の再生の観

点から想定される土砂還元の制約条件及び期待する効果

を定式化し，適切な土砂還元の量及び粒径の範囲を検討

した．  

 

3.  各問題箇所における管理目標と評価手法 

(1)  評価手法 

 天ヶ瀬ダム直下に置土を実施した場合の各問題箇所に

おける評価手法を検討した．各問題に対応するため，粒

径の変化及び河床変動高の2つの指標で評価を行う． 

a) 粒径の変化で評価 

 評価する上での考え方は，置土を行わない場合よりも

行う場合の方が河床の粒径が小さくなることと土砂還元

による大幅な河床環境の変化を避けるため礫床区間の砂

床化は回避することである． 

 評価方法としては，置土を行う場合及び行わない場合

の河床変動計算後の粒径の構成比率を比較する． 

 条件式は次の式 (1a) とする． 

D60a> D60af(Ai,Bj) > 2.0   (1a) 

 各変数は，次の通りである． 

D60a :a地点における置土を実施しない場合の河床変動

計算後のD60粒径（mm） 

D60af(Ai,Bj) : 天ヶ瀬ダム直下に土砂量Ai（㎥）,粒径

Bj（mm）の置土をした場合の河床変動計算後のa地点の

D60粒径（mm） 

Ai : 天ヶ瀬ダム直下の置土量（m3） 

Bj :天ヶ瀬ダム直下の置土の粒径（mm） 

 

b) 河床変動高の変化で評価 

 評価する上での考え方は，長期の河床変動高が一定の

範囲に収まっていることである． 

 評価方法としては，「河道計画検討の手引き」（平成

13年）3)より「低水路の安定性の判断については，10年

間で30cm～40cm程度以内の変化を一つの目安とすること

をできる」との記載から河床変動計算前後の河床変動高

が±0.3m/10年に収まっていることとする．本稿では，

河床変動計算を24年間で実施するため，±0.72m/24年と

する． 

条件式は次の式 (1b) とする． 

-0.72> Zaf(Ai,Bj) > 0.72   (1b) 

 各変数は，次の通りである． 

Zaf(Ai,Bj) : 天ヶ瀬ダム直下に土砂量Ai（㎥）,粒径Bj

（mm）の置土をした場合の河床変動計算後のa地点の河

床変動高（mm） 

Ai : 天ヶ瀬ダム直下の置土量（m3） 

Bj :天ヶ瀬ダム直下の置土の粒径（mm） 

 

(2)  管理目標に向けた条件式 

 宇治川及び淀川における問題箇所から管理目標に向け

た条件式を図-4のとおり示す．図-4の条件式を満たす置

土の量や粒径を把握する必要がある． 

 

 

図-4  問題箇所と管理目標に対する条件式 

一般部門(安全・安心)Ⅱ：No.03

2



４.  受け入れ可能土砂量の検討 

(1)  計算条件及び計算結果 

a) 計算条件 

 天ヶ瀬ダム直下に置土を行った際に宇治川及び淀川本

川において，受け入れ可能土砂量を検討する．土砂量の

検討を行うため，河床変動解析（準二次元）を実施した．

河床変動解析の条件として，河床は河川整備計画に基づ

き計画されている河床掘削を実施した河床とする．流量

は1999年から2022年までの24年間の実績降雨とする．ま

た，置土の条件としては，天ヶ瀬ダム直下の52.0k～

53.0kに実施し，粒径はそれぞれ0.069mm，1.3mm，13mm，

31mm，63mmとする．置土量は10,000m3とする．計算期間

の24年間に毎年1度，同時期同条件で置土を行う．上記

の条件として理由は,粒径の変化によってどの箇所に堆

積するかが変わることが想定されるためである． 

 

b) 計算結果（河床変動高） 

 淀川本川においては，どの粒径においても置土なしの

場合と置土ありの場合で河床変動高が変わらない結果と

なった(図-5)．宇治川においては，置土なしの場合と置

土ありの場合で置土の粒径ごとに河床変動高が変わる結

果となった(図-6)．置土なしの場合は，35.0k付近～

48.0k付近まで侵食傾向にあり，特に43.0k付近から47.0k

付近まで過度な侵食傾向にある．一方で，48.4k付近か

ら50.2k付近までは堆積傾向にある．置土ありの場合に

おいて，置土の粒径が0.069mmと1.3mmの場合，河床には

ほとんど影響せず，河口まで流れる．13mmの場合，浸食

傾向のある44.0k～48.0kにおいて，侵食傾向が緩和され

る．31mmの場合，堆積傾向のある49.0k付近と50.0k付近

において，堆積傾向が助長される．63mmの場合，50.0k

～51.0kにおいて，堆積傾向が助長される結果となった． 

 

 

図-5  各条件における河床変動高（淀川本川） 

 

 

図-6  各条件における河床変動高（宇治川） 

 

c) 計算結果（粒径） 

 淀川本川においては，どの粒径においても置土なしの

場合と置土ありの場合で粒径の変化はほとんどない結果

となった(図-7)．宇治川においては，置土の粒径ごとに

河床材料の粒径が変わる結果となった(図-8)．0.069mm

と1.3mmの場合は，あまり変化しないが，13mmと31mmの

場合は，それぞれ47.0k～51.0k，48.0k～51.0kにおいて，

平均粒径が細粒化した． 

 

 

図-7  各条件における粒径縦断図（淀川本川） 

 

 
図-8  各条件における粒径縦断図（宇治川） 

 

(2)  計算結果の考察 

a) 河床材料の粗粒化 

 宇治川において，河床材料の粗粒化区間である47.0k

～51.0kに対し，置土の粒径が13mm及び31mmの場合，細

粒化する結果となった．その他の粒径では，河床材料に

ほとんど変化はない．置土を実施する際には，13mm～

31mmの粒径を中心に構成することが考えられる．  

 

b) 河床低下 

 宇治川において，河床低下区間である42.6k～48.0kに

対し，置土の粒径が13mmの場合，44.0k～48.0kにおいて，

侵食傾向が緩和される結果となった．その他の粒径で，

0.069mmと1.3mmの場合は，ほとんどが河口まで流れるた

め，対象の区間には影響がなく，31mmと63mmの場合は，

河床低下区間外に堆積する．置土を実施する際には， 

13mmの粒径を中心に構成することが考えられる． 

 

c) 流下能力確保 

 宇治川において，置土の粒径が13mmと31mmと63mmの場

合は，過剰な堆積が起こる結果となった．置土を実施す

る際には，粒径を13mm以下とする必要がある． 

 

d) 計算結果の整理 

前述より各問題に対する適切な置土の条件は異なり，

両立することは難しいと考えられる．そのため，例とし

て，過度な堆積箇所については，維持掘削や砂利採取等

を実施するといった検討が必要となる． 

また，単一粒径ごとに検討したことによって，各粒径

ごとに影響する範囲が異なることが分かった．そのため，

置土の粒径を選ぶことによって置土の供給が必要な区間

に対して，影響を与えることが可能である． 
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５.  まとめと今後の課題 

 本稿では，宇治川及び淀川本川における土砂還元の制

約条件及び期待する効果を定式化し，適切な土砂還元の

量及び粒径の範囲を検討した． 

検討結果としてまとめると以下のとおりである． 

置土を実施するにあたり，宇治川は，河床材料の粗粒

化や河床低下といった問題や宇治川及び淀川本川におい

て，流下能力の確保が問題としてあげられる．そういっ

た問題と天ヶ瀬ダムの堆砂問題を解決するため，置土を

実施することが考えられる．置土の実施にあたっては，

置土の量や粒径を把握するため，河床変動解析を実施し

た．計算結果より，天ヶ瀬ダム直下流1カ所に置土を行

う条件において，河床低下の抑制には粒径13mmの土砂で

抑制効果が見られ，粗粒化の解消には粒径13mm及び31mm

の土砂で効果が見られた．また，局所的な土砂堆積を抑

制し，流下能力を確保・維持するためには粒径が13mm以

下であることが効果的であるという結果となり，各問題

に対する置土の粒径について，各条件式を両立し，全て

を同時に満たすことは難しいとの結論に至った． 

 今後の課題について，計算結果より両立することが難

しいと考えられることから過剰な堆積箇所については，

維持掘削や砂利採取等で対応するといった置土だけでな

く，その他の管理手法との組み合わせを検討する必要が

ある．また，今回の計算は天ヶ瀬ダムの直下に置土を行

うこととしたが，他の箇所での置土も検討する必要があ

る．本稿では，天ヶ瀬ダム直下の1カ所への置土という

前提条件で検討し，各問題に対して条件式を同時に満た

すことはできないと結論づけたが，例として，堆積箇所

より下流など複数箇所での置土を想定したり，置土材料

を混合粒径として調整したりすることで，より適切な土

砂還元のあり方を追求することができる可能性がある．

以上のような課題を残しているものの，本稿で検討した

「適切な土砂還元のあり方を検討する手法（複数の条件

式を同時に満たすことを目指す考え方）」は，実際の河

川で土砂還元を実施する場合において，土砂還元により

想定されるさまざまな影響を予め想定し，適切な土砂還

元量及び粒径を検討する上で有用であると考えられる． 

 

謝辞：淀川水系総合土砂管理検討委員会では，本稿の内

容に関し，活発な議論と有益な指摘といただいた．記し

て表意を表します． 
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メンテナンスに優れた橋梁伸縮装置の 

研究開発について 
 

 

林 泰正1 
 
1福井県産業労働部工業技術センター 建設技術研究部 （〒910-0102福井県福井市川合鷲塚町61字北稲田10） 

 

   橋梁補修の工種の一つである伸縮装置の更新において，これまで採用されてきている一般的な伸縮装置

は，構造的な制約の都合上，全体的な更新が主流である．しかし，実際に漏水に発展しているケースは局

所的な損傷であることが多い．そのため，全体的な更新は費用が増大するだけでなく，廃材の発生や交通

規制の長期化等，社会的・環境的負荷が大きくなっている． 

   本研究開発では，中小企業でも製造できる簡単な構造かつ入手しやすい材料で構成し，損傷している箇

所を橋面上から部分的に補修できるメンテナンスに優れた伸縮装置の開発を行ったものである． 

 

キーワード 伸縮装置，メンテナンス，コスト縮減，環境的・社会的負荷低減 
 
 

1.  はじめに 

 我が国の社会資本ストックの内訳をみると全体の約

40%近くを道路が占めている1)．その道路の構造物の一

つである橋梁は全国で約70万橋を超える2)と言われてお

り，福井県でも県管理橋梁は2,300橋を超え，市町管理

橋梁を加えると相当数にのぼる． 

これらの多くが高度経済成長期に整備された橋梁であ

り，今後10年から20年の間に建設後50年以上を経過する

老朽橋となり，その割合が急増することが明らかとなっ

ている3)．また，老朽化だけでなく，通行車両の大型化

や交通量の増加，経年劣化や疲労損傷等の要因により，

橋梁の健全性は低下傾向にある．今後は重量規制や通行

止め等，社会生活への影響が深刻化することが懸念され

ている．  

また，橋梁は他の土木構造物と比較して特に構造が複

雑で部材数も多いという特徴があり，維持管理が困難な

構造物である．その橋梁の健全性低下や損傷原因の一つ

として伸縮装置からの漏水が挙げられる．伸縮装置が損 

 

舗装・床版

主　　　桁

支承

橋台・橋脚

伸縮装置

雨水・土砂・ゴミ・凍結防止剤等

伸縮装置の止水機

能の低下によって

橋面下に浸入

土砂堆積や雨水滞

水，塩分残留等

 

図-1 橋梁伸縮装置の損傷メカニズム 

傷すると図-1に示すように，橋面から雨水が侵入するだ

けでなく，土埃やゴミ類，冬季の凍結防止剤等が橋桁端

部や支承部に滞水・堆積し，図-2に示すような橋梁に重

大な損傷を与えるケースが見られる． 

現在，一般的に用いられている伸縮装置は，主要構造

部が鋼構造の荷重支持型が多く，止水機能部に弾性シー

リング材やゴム系材料を用いている．橋梁点検4)におい

て健全性Ⅲと判定されるケースは，図-3に示すように止

水機能部のみの損傷であることが多く，現状，このよう

な損傷形態の場合においては一般的な伸縮装置の構造的

な制約により，図-4に示すように伸縮装置周囲の保護コ

ンクリート部も含めた全体の更新が主流である． 

これまで多くの伸縮装置取替工事の監督業務等に従事

してきた筆者は，以前からこのような方法は健全な部材

を含めた過剰な更新になっていると考えており，高コス

トかつ長期間の交通規制は避けたいと感じていた．  

 本研究開発は，伸縮装置の損傷に伴う橋梁の健全性低

下に対し，伸縮装置の全体更新とは異なる補修方法とし

て、真に損傷している必要最小限の補修ができ，橋梁の

供用期間中における伸縮装置に関するメンテナンスコス

ト縮減と，不要な取り壊しや長期の交通規制解消といっ

た環境的・社会的負荷の低減を可能とする新たな伸縮装

置の開発を目的として実施したものである． 

 

 

   図-2 伸縮装置からの漏水による主桁端部の損傷事例 
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実際に損傷しているのはこの止水機能部のみが多い
 

図-3 撤去した旧伸縮装置の止水機能部の損傷状況 

 

2. 伸縮装置開発における課題 

橋梁の伸縮装置の構造や形状には，その地域性や周辺

環境に考慮した複数の種類があるが，本研究では以下の

点を課題として整理し，開発に取り組んだ． 

①福井県は降雪地域であり，橋梁部の除雪作業に対応可

能な構造・形状が不可欠である． 

②伸縮装置内の止水用弾性シーリング材やバックアップ

材等の止水構造部が外的要因や経年劣化等により健全

性が低下する． 

③市場流通品は構造的に伸縮装置全体を更新する必要が

あり，不経済である． 

④市場流通品は伸縮装置更新時に交通規制や場合によっ

ては足場設置等を要し，工期が長期に渡る傾向にある． 

⑤本研究で独自に伸縮装置を開発する場合，市場流通品

と同様に，国土交通省や日本道路ジョイント協会が定

める構造安全性や性能を確保のための試験に合格しな

ければならない． 

⑥開発した伸縮装置の供用下道路での施工性，部分補修

の作業性の評価，施工後の騒音・振動等の評価が不可

欠である． 

⑦伸縮装置に使用する各部材について，実際の橋梁での

実証試験にて適用性を検証しなければならない． 

 

 

3. 開発した試作品の伸縮装置の特徴 

前述の 2を踏まえ，本研究ではまず試作品を開発し，

その試作品を用いて各種性能試験や実際の供用下橋梁に

試験的に設置することでモニタリングデータを取得する

こととした．開発した試作品の伸縮装置は以下の特徴を

有する． 

①国土交通省及び一般社団法人日本道路ジョイント協会

が定める基準 5)に準拠した形状並びに構造設計である． 

②福井県道路管理者が保有する各橋梁の諸元や台帳デー

タ，2014年以降の点検義務化の法整備に伴う橋梁点

検データに基づき，橋梁数が多い橋長 20～50m程度

の中規模橋梁（県管理橋梁数の約 60%）に適用可能な 

構造的な制約があり，健全な部分も含めた全体更新
 

図-4 現在の一般的な伸縮装置取替状況 

 

遊間・伸縮量の荷重支持型伸縮装置である． 

③車両走行面と接するフェースプレートを脱着可能とし，

止水機能部の損傷に応じた部分補修が可能となる構

造である． 

④弾性シーリング材等の止水機能部の補修を橋面上から

実施可能とし，止水機能部の保護用繊維シートを設

置する． 

⑤中小企業でも製作可能でかつ簡単な構造とし，主構造

の鋼構造部の接合をすみ肉溶接に限定するとともに，

入手しやすい市場流通性の高い材料にて構成する． 

⑥橋梁の供用期間を最低50年間と仮定し，初期設置1回，

中間補修3回を前提とした場合，現行手法と比較して

概算で約30%のトータルコスト縮減を実現する． 

⑦止水機能部のみの補修が可能となることから，現行手

法と比較して中間補修1回当たり概算で約70%のラン

ニングコスト縮減を実現する． 

 

 

4. 試作した伸縮装置による各種試験等 

(1)  試作品の設計及び製作・設置 

福井県内での積極的な採用を考え，橋梁台帳データに

基づき橋長毎に桁遊間を整理し，試作品の製作対象とす

る伸縮量を 20mm，30mm，40mm，50mmの 4種類とし

た．その後，部材の分割や溶接形状，フェースプレート

固定方法に配慮した概略形状を定め，構造計算を行うと

ともに，メンテンナスに重点を置いた止水機能部の形状

や材料の選定を行った． 

以上のことから，実際に製作する試作品の仕様及び構

造計算を確定し，伸縮量 4種類の試作品を製作した． 

図-5に試作品の構造断面図例，図-6に試作品の外観

例を示す．製作した試作品の一部について，道路管理者

の協力を得て図-7のとおり福井県福井市内の県道橋に

試験採用され，2021年 11月に設置を完了した． 

 

(2)  各種性能確認試験の実施 

試作した伸縮装置について，所定の性能を有している

ことを確認する必要があり，疲労耐久性能，伸縮追従性
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能、止水性能の各確認試験 6)を実施した．これらの試験

は静岡県富士市にある一般社団法人日本建設機械施工協

会施工技術総合研究所にて行った． 

a) 疲労耐久性能確認試験 

疲労耐久性能確認試験については，伸縮量 50mmの試

作品を供試体として用いた．図-8に示すとおり重交通

路線の交通量及び大型車混入率を考慮した疲労照査期間

20年相当の確認試験（200kNで 200万回の繰り返し載荷

試験）を実施した．なお，現地で製作した供試体の鋼構

造部，コンクリート構造部に各 4箇所ずつひずみゲージ 

を貼付け，疲労試験前及び試験後のひずみを計測した．

図-9及び図-10に示すとおり残留ひずみは無く，ひずみ

の範囲も適正値であり，鋼材の変形，疲労亀裂の発生等

の損傷もなかった．後打ちコンクリート部も伸縮装置本

体との界面に開きもなく一体化しており，異常がないこ 

 

 

図-5 試作品の伸縮装置の構造断面図の一例 

 

 

図-6 試作品の外観の一例 

 

とを確認した． 

b) 伸縮追従性能確認試験及び止水性能確認試験 

伸縮追従性能確認試験は，伸縮装置を最大遊間時～最

小遊間時～最大遊間時を 1回とした繰り返し試験である．

本研究では耐用年数 20年に加え地震動等の影響も考慮

し，30回の繰り返し回数を設定して実施した． 

止水性能確認試験では，伸縮追従性能試験後に供試体

周囲をスタイロフォーム等で囲い，そのまま注水して漏

水の有無を確認した． 

使用した供試体は伸縮量 30mmと 40mmの 2種類とし

た．供試体を 2種類としたのは，止水機能部に使用する

弾性シーリング材を工場で先行施工する場合（一般的な

ケース）と，曲線橋等の片勾配が大きい橋梁で弾性シー

リング材のセルフレベリングが困難な場合を想定した止

水機能部の二次製品採用ケースの 2工法の比較を行うた

めである．よって，伸縮量 2種類×止水機能部 2工法の

計 4パターンにて試験を実施することで，本研究での伸 

 

 

図-7 試作した伸縮装置の設置事例 

 

 

図-8 繰り返し載荷試験実施状況 

 

 

図-9 静的試験時の鋼材ひずみ（疲労試験前・疲労試験後） 
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図-10 疲労試験時の鋼材・コンクリートのひずみ範囲の経時変化 

 

 

図-11 伸縮追従性能確認試験（止水機能部先行形式） 

 

 

図-12 伸縮追従性能確認試験（止水機能部二次製品） 

 

縮装置の試作品に関する設計の妥当性を確認できると判

断した．図-11に止水機能部先行施工形式を，図-12に

止水機能部二次製品化形式の伸縮追従性能確認試験状況

を示す．また，図-13に伸縮追従性能確認試験後の止水

性能確認試験の水張り状況，図-14に止水機能部二次製

品化検討案を示す． 

試験では止水機能部と鋼材界面での剥離，弾性シーリ

ング材の破断や漏水等も発生せず，計 4パターン全てに

おいて異常が無いことを確認した． 

また，止水機能部を二次製品化すると，現場での補修

における作業時間の短縮はコスト縮減だけでなく，交通

規制期間の短縮にもなり，社会的負荷の低減に大きく寄

与する．そのため，伸縮追従性能確認試験及び止水性能

確認試験に向け，止水機能部を二次製品化する検討も実

施した．図-14に示す 3タイプを試験的に製作し，特に

止水性を考慮して案③タイプを本試験で用いた．試験結

果は良好であったが，今後も二次製品の製作の容易性や 

 

図-13 止水性能確認試験（水張り状況） 

 

バックアップ材

弾性シーリング材

バックアップ材

案①通常型 案②コの字型 案③ロの字型

弾性シーリング材

バックアップ材

弾性シーリング材

 
図-14 止水機能部の二次製品化検討案 

 

補修時の作業性を考慮し，他形状も含め実用化に向けた

検討を行う計画である．  

 

 

5. 試作した伸縮装置の設置橋梁のモニタリング 

試作品を設置した橋梁では 2ヶ月に 1回の頻度でモニ

タリング調査を実施した．モニタリング項目は，外観全

景，騒音及び振動（午前・午後に分けて無作為に 1時間

計測），フェースプレートと伸縮装置本体との間隔量計

測（午前 1回・午後 1回），伸縮装置に注水し下面から

の漏水の有無の確認，フェースプレート脱着用ボルトナ

ットのキャッピング材の損傷状況の計 6項目とし，現在

も継続実施している．外観全景は目視確認とし，騒音に

ついてはリオン㈱普通騒音計NL-42を使用し「騒音にか

かる環境基準について」7)に基づき計測した．振動につ

いては同じくリオン㈱汎用振動計VM-83と加速度セン

サLS-10を組み合わせて計測した．間隔量計測にはデジ

タルノギスを用い，漏水確認には目視の他マイクロスコ
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ープを使用して実施した．図-15にモニタリング状況，

図-16に 2025年 3月までのモニタリング結果を示す．こ

の結果から，伸縮装置本体の鋼構造において塗装の摩耗

が確認されたが，これは現在使用されている一般的な伸

縮装置も同様であることから大きな問題ではないと結論

付けた．騒音・振動の計測値は波形計測の結果から，モ

ニタリング箇所の環境基準の上限である 65db前後を示

した．最大値としては環境基準を超える値も確認された

が，金属製である伸縮装置本体とフェースプレートの接

触による金属音のような高い周波数の計測値は無く，道

路舗装の段差等による影響が大きいものと考えられる．

フェースプレートと伸縮装置本体との間隔量も全て規格

値内の変化量であり，異常値は計測されなかった．後述

するが 2024年 9月に試験的な補修業務を実施したため

この時は欠測であるが，その後の計測値も補修前と大き

な隔たりはなく，異常が無いものと判断した． 

また，モニタリング期間中における漏水の発生は一度も

なく，フェースプレート固定部のナットキャッピングシ

ール材についても，本試作品設置橋梁に加え当工業技術

センター敷地内でも計 5種類のシール材料の暴露試験を

経て 1種類を選定することができ，モニタリングによる

有益なデータを多く取得することができた． 

 

間隔量計測状況

漏水確認状況 の摩耗確認状況

本体とフェースプレートの

マイクロスコープによる ナットキャッピング材

騒音・振動測定状況

振動計

騒音計

 

図-15 伸縮装置試作品設置橋梁のモニタリング状況 

 

 

図-16 モニタリング結果 

6. 試験的な補修作業と細部構造の修正 

本研究で開発した伸縮装置は，部分的なメンテナンス

を可能にすることが大きな特徴であるため，実際に試作

品を設置した供用中の橋梁にて試験的な補修業務を実施

した．これは，実際に部分的な補修の実施が可能かどう

か，橋面上から安全に補修作業が行えるかを検証するた

めであり，施工業者が円滑に作業に従事できるよう，補

修要領の作成のためのデータ取得を行った．図-17に示

すとおり，フェースプレートの取り外しから止水機能部

の打ち替え，スタッドボルト並びにフェースプレートの

交換まで，考え得る最大限の補修内容とした． 

実際の補修業務では，時間計測を行いながら半車線ず

つの施工とし，各工程の作業時間や人工の配置，使用材

料の種類，使用量を記録しながら進めた．本研究開発品

における最大量の補修内容として実証したが，想定して

いたとおり交通規制期間も短く，短時間での作業完了を

確認した．作業全体について作業従事者から意見聴取も

行い，損傷の程度に応じた細分化した補修用施工歩掛作

成のための貴重なデータ取得となった． 

また，これまでに実施してきた試作品設置橋梁でのモ

ニタリング結果や試験的な補修業務を踏まえ，当初設計

の細部構造の見直し，細部形状の変更，使用材料の決定

を行い，修正設計の内容を整理し，図-18に示すとおり

最終修正の設計図面に反映した． 

 

止水機能部保護材設置

固定ﾅｯﾄｷｬｯﾋﾟﾝｸﾞ撤去 スタッドボルト切断

スタッドボルト溶接

止水機能部打ち込み フェースプレート固定

止水機能部除去

止水機能部除去 スタッドボルト芯出し

 

図-17 試作品設置橋梁での補修業務実施状況 

 

 
図-18 最終修正後の伸縮装置の構造断面図の一例 
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7. 最終試作品の製作及び設置，実証データ取得 

これまでの研究開発の成果を踏まえ，図-18に基づき

最終試作品を製作し，初期の試作品設置橋梁とは異なる

福井県福井市内の橋長 110.0ｍの多径間橋梁にて，橋台

部・橋脚部合わせて計 4箇所の伸縮装置に試験採用され，

2024年 12月に設置を完了した．図-19に各伸縮装置の伸

縮量並びに配置図を示す．この最終試作品を設置した橋

梁は初期の試作品設置橋梁よりも交通量が多く，走行速

度や重交通量も異なる環境となっているため，この橋梁

において実供用下での長期的な耐久性検証や細部構造に

不具合が発生しないかモニタリングを実施している．直

近までのモニタリング結果は割愛するが，初期の試作品

設置橋梁同様に不具合の発生は確認されておらず，一般

的な伸縮装置と遜色なく現場に適用できていると考える． 

前述してきたとおり，各種性能試験は全て合格してい

るが，実際の供用下での実証データ取得は本研究開発品

の展開や普及において非常に重要であると位置付けてお

り，今後も長期的にモニタリングを実施し．変更点や改

良点が確認できた段階で速やかにブラッシュアップでき

るよう努めていく． 

 

 

8. 結論 

本研究では，部分的に補修できるメンテナンスに優れ

た伸縮装置の開発に向け，各種取り組みを行ってきた．

本研究で得た知見を以下に示す． 

・国土交通省及び日本道路ジョイント協会が定める基準

に準拠した形状，構造設計とし，疲労耐久性能，伸縮

追従性能，止水性能の各種性能を満たしていることを

確認した． 

・降雪地域でも適用可能な形状とし，橋梁部における除

雪作業に支障の無い形状での構造，設計とすることが

でき，特に全国的に数量が多いと考えられる中規模橋

梁に適用可能な遊間，伸縮量の荷重支持型伸縮装置と

した． 

・初期の試作品を用いた実際の補修作業を行うことで，

車両走行面と接するフェースプレートの着脱から止水

機能部の損傷に応じた部分補修が可能となる構造であ

ることを確認し，本研究開発品の伸縮装置に合致した

補修要領書の作成や補修歩掛データを取得した． 

・部分的な補修が可能な構造であるため，橋面上からの

作業に限定することが可能であり，実際の補修作業に

要する期間はこれまでの一般的な伸縮装置の更新より

も短時間で終えることが可能となり，不要な取り壊し

を避けることも含め．社会的，環境的負荷を小さく出

来た． 

・試作品設置橋梁でのモニタリング結果や試験的な補修

業務を経て，細部構造の見直しや使用材料の選定を確 

 

図-19 最終試作品設置橋梁の伸縮装置配置図 

 

定し，これまでの専門的なメーカーでなくとも中小企

業でも十分に製作可能な構造として整理し，また使用

材料も入手しやすいもので構成した最終設計を確定し

た． 

・橋梁の供用期間中におけるこれまでの伸縮装置の更新

と比較して，部分的な補修や不要な取り壊しを避ける

ことで，約 30%のトータルコスト縮減と更新 1回当た

り約 70%のランニングコスト縮減が可能である試算を

算出した． 

今後も試作品を設置した各橋梁でのモニタリング調査

を継続実施し，本研究開発品へのフィードバックを行い

より良い製品への改良につなげていきたい．また，本研

究開発品が普及することにより，膨大な橋梁数に対して

より一層の橋梁の長寿命化対策の促進とコスト縮減に寄

与されれば幸甚である． 

 

 

謝辞：本研究開発の実施にあたり，独立行政法人国立高

等専門学校機構福井工業高等専門学校環境都市工学科・

阿部孝弘名誉教授，日光産業株式会社・古木敬三相談役

並びに筧貴憲営業部長，北陸ロード株式会社・兼上智博

福井営業所長には多大なるご協力を賜りました．ここに

記して感謝の意を表します． 
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災害対応の迅速化・効率化の取り組み 
―３輪トライクの配備― 

 
 
 

岩城 元之1・村田 直輝2 
 

1近畿地方整備局 滋賀国道事務所 施設管理課  （〒520-0803滋賀県大津市竜が丘4-5） 

2近畿地方整備局 道路部 道路管理課 （〒540-8586大阪府大阪市中央区大手前3-1-41）. 

 

 大規模災害発生時においては，避難車両による渋滞や停電，通信途絶が生じるなど，平時と

は異なる対応が求められる．こうした状況を踏まえ，初動及びそれに向けた備えとして，大規

模な渋滞や降雪時の滞留により被災現場や交通誘導箇所に辿り着けないといったリスクに対応

しやすい3輪トライクを配備した．また配備にあたっては，簡易型情報通信設備を搭載できるも

のとし，職員が自ら搭乗，出動できるよう訓練も実施した．また昨年の雪害対策でも運用し，

機動力を活かした対応も行っている．本報告は，それらにおいての利点や課題を整理し，各種

の運用検討についてまとめたものである． 

 

キーワード 3輪トライク，災害対応の迅速化・効率化 

 

１. はじめに 

 

 我が国の国土は，大雨，大雪，地震等といった多種の

自然災害が多発する自然条件下に位置しており，これま

でも幾度となく甚大な自然災害を被ってきた． 

更に，近年では，気候変動に伴う気象災害の激甚化・

頻発化により，災害リスクが高まっており，近畿地方整

備局管内においても「2018 年 7 月豪雨」等による浸水

被害や，「2018 年福井豪雪」等による車両の大規模な

立ち往生といった被害が生じている． 

また，世界有数の地震国である我が国では，本年に発

生から 30 年を迎えた「阪神・淡路大震災」の他，「東

日本大震災」，「熊本地震」，「能登半島地震（写真

1）」等といった大規模な地震が発生しており，今年1 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月には「南海トラフ巨大地震」の30年以内の発生確率 

が 80％程度に引き上げられたところである．2024 年 8

月には初めて南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）

が発表され，発災する可能性が相対的に高まったと評価

されたこともあり，大規模地震への備えの重要性を再認

識させられた． 

本稿では，自然災害への備えとして，災害対応の迅速

化・効率化を図ることを目的に配備した3輪トライクに

ついて，配備前における検討内容や，配備後に発見した

課題等について紹介するものである． 

 

 

２. 3輪トライクの概要 

 

トライクとは，3輪の車両を指す言葉で，特にバイク

タイプの3輪車を指すことが多い（写真 2）． 

自動車が走行できない箇所などで先遣隊としての運用

が可能であり，時速80km/hで走行可能なため高速道路が

走行でき，スタッドレスタイヤも装着できるため雪道が

走行できる．また資機材の運搬が可能な車両として関東

地方整備局が先行導入した3輪トライクを，一部改良し

て滋賀国道事務所内でも導入した． 

本車両の特徴，車両スペック，法律区分を下記にまと

めた． 

 

 
写真 1 能登半島地震による被害状況 

  国道249号（道の駅千枚田付近） 
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(1)車両の特徴 

a)安定性 

後輪が2輪であるため車体が安定しており，走行時

に限らず停止時にも，足を地面に付かずに，乗車姿勢

を維持できる． 

b)電子機器の使用 

USBソケットが右ハンドル付近にあり，電子機器の

充電が可能である． 

c)操作性・機能性 

自動車と同様に足にてブレーキ操作が行えるリヤ

ブレーキ，足を付かず自立した状態で後退が行えるバ

ックギアを搭載しているため，二輪バイクより操作性

が良い． 

d)視認性 

自動車より視認性が良いことから，舗装面の状況

等の確認が容易である． 

 

(2)車両スペック 

表-1のとおり車両スペックを整理した． 

軽自動車よりも小さい車両サイズのため，狭小・狭隘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 車両スペック 

車種 3輪トライク 【参考】軽自動車 

（滋賀国道事務所保有） 

寸法 2,240mm×910mm×1,320mm 

（縦×横×高さ） 
3,390mm × 1,470mm × 1,530mm

（縦×横×高さ） 
ガソリン

タンク 

容量 
6リットル 36リットル 

エンジン

排気量 124.9cc 659cc 

乗車

定員 

1人 4人 

※ 
最大 

積載量 
110kg 100kg 

※2人の場合 200kg 

な道路での運転，小回りが効く車両である． 

実燃費は23.56km/L（約400kmの走行平均）であった．  

荷台には，災害時に行う通行規制用具や支援物資，簡

易型情報通信設備などが積載可能である． 

 

(3)法律区分 

 表 2及び表 3のとおり，各法律により，3輪トライク

が適用される区分について確認した．道路運送車両法で

は側車付二輪車に区分され，道路交通法では普通自動車

とされる．道路交通法で普通自動車に適用されることか

ら，多くの職員が保有している普通免許で運転ができ，

ヘルメットの装着義務はない． 

 

 

３．3輪トライクの導入検討 

 

3輪トライクの導入にあたり，以下について検討した． 

 

      表 2 道路運送車両法の区分 
道路運送車両法上の車両区分 

区分 

 

 

 

 

 

 

二輪自動車 

二輪の自動車 

特定二輪車（保細（付録 1）第2

条の2） 

（以下の条件をすべて満たす車

両） 

3個の車輪を備えるもの 

車輪が車両中心線に対して左右

対称の位置に配置されているも

の 

同一線上の車軸における車両の

接地中心部を通る直線の距離が

460ミリメートル未満であるもの 

車輪及び車体の一部又は全部を

傾斜して旋回する構造を有する

もの 

 

 

 

 

側車付二輪車 

いわゆるサイドカー付の二輪車 

（保細第2条第1項第4号イ） 

トライク（保細第2条第1項第4号

ロ） 

（以下の条件をすべて満たす車

両） 

3個の車輪を備えるもの 

またがり式の座席 

ハンドルバー方式の舵取り装置 

運転者席の側方が解放されてい

る 

 

表 3 道路交通法の区分 
道路交通法の車両区分 

区分 免許 

大型自動二輪車 

又は普通自動二輪車 

大型自動二輪免許 

普通自動二輪免許 

特定大型自動二輪車 

又は特定普通自動二輪車 

大型自動二輪免許 

普通自動二輪免許 

大型自動二輪車 

又は普通自動二輪車 

大型自動二輪免許 

普通自動二輪免許 

普通自動車 普通免許 

写真 2 3輪トライク 
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(1)荷台の検討 

災害対応時に必要な資機材の運搬ができることを考慮 

し，地震，大雨時はもとより，大雪時の交通対策も想定

した． 

被災箇所での通行規制に使用するパイロン，誘導灯，

応急作業に使用するスコップ，土のう，情報通信ネット

ワークに障害等が発生した場合に使用する簡易型情報通

信設備，大雪時に使用する緊急脱出用チェーンなどの多

量の資機材を運搬することを想定し，荷台サイズを，車

両限度まで確保し，110kg積載可能な仕様とした． 

 

(2)付属品の検討 

運転手となる職員の安全確保のため，道路交通法上は

不要であるが，フルフェイスヘルメットを購入した．ま

た大雪時の対応も想定していることから，雪道を走行す 

るためにスタッドレスタイヤを整備した． 

その他にも，熱中症対策のためにペルチェを用いた空

調服，バッテリーカットスイッチの増設，普段の維持管

理のためのバッテリー充電器，事故時の備えや災害対応

時の路面等の状況を振り返ることが可能となるドライブ

レコーダーの整備，高速道路の乗り降りが容易になる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ETC車載器を整備していきたい． 

 

(3)道路維持作業用自動車の指定 

 道路の維持管理を行う上で，道路の異常を発見するこ

とは重要なことである．道路状況の確認と対策が行える

よう本車両は「道路維持作業用自動車」の指定を受けて

いる． 

 

 

４．3輪トライク導入後の取組み 

 

(1)走行訓練の実施 

 導入後即時に職員が安全に運転ができるよう，操作訓

練を実施した．まずは被災時や降雪時の路面を模して，

ダート路面をフィールドとして訓練を実施した．納入業

者に3輪トライクの運転特性や注意点などを説明（写真 

3）してもらい，3輪トライクの特徴を把握した上で，職

員による3輪トライクの操作訓練を行った．また，3輪ト

ライクの操作訓練に合わせて，簡易型情報通信設備の操

作訓練も実施することで，被災時に3輪トライクにより

先遣隊として現場に向かい，通信ネットワークの確保を

行うといった一連の対応をイメージできるように工夫し

た（写真 4及び5）． 

左記の訓練で，3輪トライクによる走行が上手くできた

職員については，実際に公道でも走行訓練を実施し，他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3 3輪トライクの操作説明 

写真 4 3輪トライクの操作訓練1 写真 6 公道走行訓練 

写真 5 3輪トライクの操作訓練2 
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の車両走行がある状況下での3輪トライクの操作を体感 

させた（写真 6）．公道における訓練時には，万が一の 

転倒に備え，職員の安全確保のため，自動車にて後備警

戒を行いながら走行した． 

 

(2)災害対応（雪害対応）時の活用 

2025年1月～2月にかけて，大雪に伴い，滋賀国道事務

所管内で，合計5回の通行止めを実施した．大雪が降る

前に通行止めを行う予防的通行止めの取り組みにより，

3輪トライクに緊急脱出用チェーン等の資機材を載せて

先遣隊として運用し，通行止めの実施を一般ドライバー

が視認できるように，通行止め箇所に警告灯（黄色回転

灯）を点灯して配置（写真 7）することや，通行止め解

除に向けた路面状況の確認のため，通行止め区間内のパ

トロールに使用した（写真 8）． 

 その際，黄色パトライトがかなり目立ち，遠くからで

も視認可能であった，巡視の折り返しなどで安定したU

ターンが行えたこと，ドアがないため速やかに乗り降り

ができ，手軽に複数箇所の構造物調査ができた．視認性

が良かったため，パトロールカーよりも消融雪状況の把

握が容易であったが各種の課題点も見つかった． 

 主な課題は，以下のとおりである． 

a)長時間運転 

マンホールや橋梁のジョイント部などの段差で車

体が上下に大きく振動するため，一般車両との車間距

離の保持が難しく，また，ハンドル操作が煩雑となり，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

併せてグリップを強く保持しなければならず，手が疲 

れてしまう．また背もたれが無いため，体重を預けリ

ラックスした姿勢で運転ができないため長時間の連続

運転は困難であった． 

b) 右左折時の遠心力保持 

バイクのように体重移動で右左折するのではなく， 

自動車と同様にハンドルのみで舵を切るため，想像以

上の遠心力により，体が車外へ投げ出されそうになり，

速度に比例して疲れが生じた．また，内輪差にも注意

が必要であった． 

c)追い越し 

除雪によって道路幅が狭まり，当初想定していた

枠線内での追い抜きは容易ではなく自動車同様の対向

車線にはみ出す場合があった． 

 

 

５．今後の展開（平常時利用も含む） 

 

活用が有効だと思われることを下記にまとめた． 

 

(1)災害時の活用 

a)災害対策本部車への積載を可能とする． 

  他地整又は遠隔地での被災支援では，対策本部車へ

トライクを積載して同時移動させ，TEC先遣隊等で有

効活用を図る． 

 カプセル閉の状態でトライク3台程度を積載・固縛で

きるよう扉構造，スロープの改造，ウインチの装着を

検討し，被災地到着時より即時先遣調査を可能とする． 

b)地方自治体での有効利用 

  先遣調査が完了次第，被災自治体の支援用車両とし

て無償で貸与し，各避難場への緊急物資の輸送や，ポ

リタンクによる燃料，飲料水などの重量物を効率よく

デリバリーするなど，被災者に寄り添う活動へ利用し

てもらう．＊要事務ライン調整 

c)排水ポンプ等の引き上げへ利用 

  内水排除を終えたポンプ本体，ジェットホースは非

常に重く（30kg以上），接続金具類も含めた重量物

を，堤防法面から車両本体（堤防上）への移動に使い

オペレータの苦渋作業の軽減と安全対策を両立させる． 

d)トライク電源の有効利用 

  発電容量などの一部改造が必要ではあるが，USB機

器への給電やDC-ACインバータの搭載により，電源車

などが無くとも，被災者の携帯充電や夜間照明へ活用

する． 

 

(2)平時での活用 

a)go pro，ドラレコ映像の有効利用 

  路面性状，クラック，ポットホール，轍掘れなどの

画像データの収集を効率化し，AIによる自動判定や

修繕計画など，車両搭載カメラより高精細に判断が可写真 8 雪道走行（パトロール時） 

写真 7 通行止め時の活用 
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能となる． 

b)道路巡視，河川巡視状況の詳細化 

  定期巡回や緊急巡視でのスポット利用により，職員

自ら路面状況やデリネータ，照明柱の錆び，基礎ボル

トの状況，区画線のかすれなど，詳細な状況把握が可

能となる．河川巡視においては，不法占用・耕作地・

投棄物の確認や回収，不正通行車両（違法電動自転

車：モペットなど）の牽制，抑止，指導などへ機動力

を活かして活用するなど． 

c)広報活動 

  ボディーが黄色（道路時作業色）のため，目立ちや

すくPR効果が高いため，各種訓練や愛護月間，イベ

ント時への利用を促進し，緊急運用から平時利用まで

広くアピールが可能．車体導入からまだ1年も経過し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ていないが，ニーズ・シーズの掘り起こしと，悪路走 

破性のさらなる向上（LSDデフ，サス調整ほか）や，熱 

中症・防寒対策，電源強化，走行・ハンドリング性能の 

改善等を各課，各業界と連携しながら，3輪トライクを 

アップデートしていく所存である． 
 

 

付録 1)保細・・・道路運送車両の保安基準の細目を定める告

示 

 

参考文献・出典 

1) 国土交通省：令和6年能登半島地震における被害と対応につ

いて， 

（001751574.pdf (mlit.go.jp)  2025年7月31日取得) 
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瀬田川における不具合対応の事例について 
 
 

坂井 以知佳1・中村 大輔2 
 

1琵琶湖河川事務所 管理課（〒520-2279 滋賀県大津市黒津4-5-1） 

2福知山河川国道事務所 河川管理課（〒620-0875 京都府福知山市字堀小字今岡2459-14） 

 

琵琶湖河川事務所管内において，瀬田川左岸の河川区域内に自生する樹木が突然倒れ，河岸

道路を走行する一般車両に衝突し，車体の損傷及び被害者も頸椎を捻挫する事故が発生した．

この不具合について，当事務所が行った対応と原因究明についての事例を紹介するとともに今

後の樹木管理について留意事項を述べる． 
 

キーワード 河川管理，不具合，倒木  

 

 

1.  事故の概要 

 2024年9月22日(日)午前8時20分頃，瀬田川左岸の河川

区域外の河岸道路（県道29号  瀬田大石東線）を自動車

で下流から上流方向（南から北）に走行中，左前方の河

川区域内に自生する樹木が突然倒れた．その際，被害者

は急ブレーキをかけたが，間に合わず自動車に木が覆い

被さるように衝突した．この衝撃により車体は損傷し，

被害者も急ブレーキをかけたことにより頸椎を捻挫した． 

 
図-1 事故発生箇所(地理院地図を加工して作成) 

 

 
図-2 事故発生箇所（詳細） 

事故後，道路管理者である滋賀県大津土木事務所が倒

木の除去，カラーコーン設置等の現場処理を行ったが，

倒木の原因が河川区域内に自生する樹木の倒木であるこ

とから，事故の発生から2日後の9月24日(火)に滋賀県大

津土木事務所より瀬田川出張所へ事故の引き継ぎがなさ

れた．引き継ぎ後，瀬田川出張所において事故発生箇所

周辺の点検を行い，同日の夕方には，被害者宅を訪問し，

事故状況の聞き取りを行った．警察の事故検証では「当

事者が進行中に側道の木の枝が折れて接触したもの」と

のことであり，事故車両にはドライブレコーダーは搭載

されていなかったため，警察からの聞き取り内容と被害

者の証言及び事故車両の被害状況を確認し，被害者の申

し出内容に不自然な点は見受けられず，倒木と事故との

因果関係を認定せざるを得ないと判断した． 

 事故現場の応急処置として，事故周辺樹木の目視点検

を行うとともに，樹木の幹を両手で強く押し，根元の揺

らぎ確認する等の点検を行い，周辺樹木の倒伏の可能性

が無いことを確認した． 

 
写真-1 事故後の様子（被害者撮影） 
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2.  現地調査の概要 

前章の事故について，2024年10月16日(水)に樹木医に

よる現地での診断を行い倒伏の原因を検討した． 

 

(1)   調査地点 

・調査対象地点：瀬田川左岸 71.2ｋ付近 県道 29 号瀬

田大石東線沿道  

 

(2)   対象木 

・種名：ネムノキ 

・樹高：約 9ｍ 

・周囲長：地際 約 120cm，目通し 約 110cm 

 

(3)  調査の方法 

調査は，現地に残置された倒伏木の目視確認及び 

倒伏時の状況の聞き取りにて行った． 

樹木は 2024年 9月 22日(日) 8時頃に倒伏し，その頃，

対象地点では温帯低気圧による南西の風が吹いており， 

風速は 6.3ｍ/sであった． 

 

3.  現地確認調査の結果 

樹木は根付近で折れており，北北東方向に倒伏してい

た．倒伏した木の両側には，当該樹よりも大きな樹林が

生育しており，当該樹の樹冠は太陽光を求めて道路側に

枝を伸長した結果，扁形になっていた． 

地際部分（折れた部分）については，地際から地上部

分が完全に折れており，樹皮部分のごく一部分のみが繋

がっている状態であった．また，地際から 1m 以上まで

の幹は断面の約 95％が腐朽し，スポンジ状になってい

た．根も地上に露出している部分は腐朽してスポンジ状

になっていた． 

また，地際に 2 個，地上約 1mの箇所に 1個の子実体

（サルノコシカケの一種）（以下「キノコ」という．）

が生えていた． 

サルノコシカケは木材を分解して栄養とする木材腐朽

菌であり，キノコは大きく成長しており，最大の個体で

30cm×20cm を超えていた． 

 

4.  倒伏の原因と今後の樹木管理の留意事項の考察 

(1)  倒木の原因 

 現地で倒伏木を診断した結果，倒伏の原因として，木

材腐朽菌によって幹の大部分が腐朽し，かつ，隣接する

樹種との競合によってネムノキ特有の扁形が生じ力学的

に不安定になっていたところ，熱帯低気圧の強風が誘引

となり，風下方向に主幹折れが発生したと考えられる． 

キノコは木材腐朽菌の表現形であり樹体に現れた時点

で樹木内部では腐朽がかなり進行していると判断できる． 

 

  
図-3 対象木 

 

 
写真-2 調査の様子 

 

  
写真-3 地際部分 

 

  

写真-4 子実体（サルノコシカケの一種） 

 
ネムノキは陽樹（生育に太陽光が必須な樹木）である．

倒木現場には木が密集していたため，樹冠は太陽光を求

めて道路側に枝を伸ばし続けた結果，扁形になっていた

と考えられ，幹には常時，偏荷重が作用していたと推定

される．こうした原因によって，倒伏の可能性が相当高

い状態にあったと推定され，風による横荷重が作用した

ことが誘因となって風下方向に倒伏したと推定される． 

幹に生えていたキノコは，最大のもので幅 30cm に成

長しており，断面から生育年を推定すると，11 年～12

年と推定され，幹の腐朽が進行した段階でキノコが生じ，

その後 10 年程度の間に腐朽が更に進行して倒伏に至っ

たことが想定される． 
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(2)   今後の樹木管理について 

今回のネムノキの倒伏防止対策については，キノコと

扁形を確認できた時点で危険予知の観点から伐採を実施

すべき個体であったと考えられる．特に，該当樹が陽樹

であり，密集した路傍樹であることを考慮すれば，剪定

処理を行っても道路側への樹冠展張は避けることができ

ない．ネムノキは先駆樹であり寿命も比較的短命で，自

然遷移によって早晩消滅し他種に置き換わる樹木であり

伐採を躊躇する要必要はないと考える． 

ネムノキに限らずその他の樹種についても，大型のキ

ノコが幹の下部や地際部に発生している場合には，樹体

内部で腐朽がかなり進行していると考えられる．木材腐

朽菌のキノコはほとんどの場合，樹木の根，幹，枝上に

直接形成される．特に，ベッコウタケ，コフキサルノコ

シカケは，腐朽力の強いタイプのキノコであるため，こ

れらを見つけた場合は，伐採することが望ましい． 

しかし，根の周囲や幹にキノコが発生していても，木

材腐朽力をほとんど持たない落葉や樹皮の分解菌の場合

もあるため，発生しているキノコが木材腐朽菌のキノコ

であるか否かを注意して判断する必要がある． 

 
図-4 木材腐朽菌のキノコの一例 1) 

 

近年，街路樹の倒木被害が報道されることが顕著にな

っているが，倒木事故に関する全国調査 2)の結果による

と，樹木倒木等による事故・障害の発生件数は増加傾向

にあることが分かる． 

 
図-5 樹木倒木等による事故・障害の発生件数 

 
図-6 樹木倒木等の発生要因 

 

樹木倒木等の発生要因は「腐朽・病害」が 26％，

「台風」が 7％，「その他強風」が 22％とあり台風・強

風，腐朽・病害によるものが過半数を占めている．今回

のネムノキの倒伏は腐朽と強風が複合的に作用して発生

しており，このように様々な要因が組み合わさることで

倒伏等が発生しやすくなると考える． 

「街路樹の倒伏対策の手引 第 2 版 3)」によると，

「街路樹の倒伏・落枝は，気象害が主要な要因であるが，

腐朽や樹木生理による枝枯れなど，樹木自体に発生する

要因が複合的関与していることが多い」とのことであり，

「気象害」とは強風，積雪，落雷等のことである．風や

積雪の力により，樹木が揺さぶられ，枝・幹に力が集中

することで，変形・破壊が発生する．変形・破壊への抵

抗力は樹種により異なるが，健全に生育する樹木は，通

常の雨風では倒伏することはない． 

 
図-7 倒伏・落枝のメカニズム 

 

しかし，樹木の腐朽や衰弱等により樹木強度が低下し

ている場合，強風や積雪等の外力がなくとも倒伏等が発

生することがある． 

樹木は種類により枝の強度，自然落枝の多さ，腐食菌

の侵入のしやすさ等が様々であり，これらの特徴が樹木

強度を低下させる要因となる．例を挙げると，ケヤキに

は，枯枝が落下しやすいという特徴があり，落枝被害が

多く，サクラであれば，腐朽病に弱いという特徴があり，

倒木被害が多い． 
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そのため，倒伏等を防ぐには樹木の特徴を把握したう

えで巡視等を行い樹木強度を低下させる要因を事前に把

握し，適切な処理を行うことが重要となる．しかし，樹

木特徴の把握や，外観から樹木強度を低下させる要因を

特定するためには，十分な知識と現場経験が必須となる

ため，樹木医等の専門技術者による点検技術の指導を受

ける他，専門技術者による定期巡回等を実施することが

望まれる． 

 

5.  事故を踏まえた琵琶湖河川事務所の取り組み 

健全と思われた樹木でも内部から腐朽し，突然倒れる

可能性があることがわかった．これは，河川巡視員が通

常行っている目視確認では発見が難しく，一本一本の樹

木が腐朽していないか調べていく必要があると言える． 

事故発生以降，路傍樹を目視点検した結果，新たにキ

ノコに寄生された樹木を数体確認し，維持作業により伐

採を行った． 

 

 
図-8 目視点検範囲 

 

  
写真-5 目視点検により見つかったキノコ  

このほか，琵琶湖河川事務所では，令和5年の倒竹に

よる通行車両との接触，令和4年にもサクラの張り出し

た枝がバスに接触する案件が発生している．いずれも，

被害者から事故の申し入れが無かったが，今回の事故を

踏まえ，今後このような事故を防ぐためにも，河川区域

内の路傍樹（竹を含む）の伐採が必要と考える． 

 

6.  最後に 

最近では，東京日野市のイチョウの木の枝が落下して

下敷きになった男性が死亡する事故が発生している．ま

た，樹木以外に視野を広げると，埼玉県八潮市では下水

管が破裂したことで道路が陥没し，車ごと転落した男性

が死亡する事故が発生している． 

私たちが整備している河川管理施設は改修事業等で効

果が発揮される一過性のものではなく、恒久的に効果を

発揮し続けることが重要であり、設備の健全な管理によ

り機能の維持が出来て初めて長期にわたり地域を安全安

心へと還元できるものと思われる。現状では必要な人・

予算が不足しているめ、河川管理体制の強化および十分

な予算配分へと転換していくことが、今後の河川管理に

必要と考える。 

今回の事故を受け、河川空間における安全対策の重要

性を再認識することが出来たため、この経験を今後の河

川管理に役立てたい。 

 

参考文献 

1)一般財団法人日本緑化センター：緑化樹木腐朽病害ハンドブ

ック 

2)国土交通省：倒木事故に関する全国調査の結果について(令 

和7年4月) https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/ryokuka/pdf/k01.pdf 
3)国土交通省 国土技術政策総合研究所：街路樹の倒伏対策の

手引 第 2 版(ISSN 1346-7328 国総研資料 1059 号 平成 31
年2月) 
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由良川水系弘法川流域における

浸水対策（排水機場・調節池）の取組について

～由良川堤防腹付け盛土の浸透流対策～

鹿屋 遼悟1

1京都府  中丹西土木事務所 河川砂防課 （〒620-0055京都府福知山市篠尾新町1-91）

2014年8月豪雨対策では，国土交通省，京都府及び福知山市により由良川流域（福知山市域）
における総合的な治水対策協議会を立ち上げ，3者連携して取組んできた．そのうち，京都府で
は弘法川の氾濫による被害軽減を図るための河川改修並びに由良川本川の樋門が閉鎖すること

により生じる内水被害の軽減を図るため新荒河排水機場及び調節池を弘法川下流に新設した．

 本稿では，京都府が実施した浸水対策の取組を紹介し，調節池における由良川堤防腹付け盛

土の浸透流対策について報告する．

キーワード 防災，排水機場，浸透流解析

1． はじめに

 由良川水系弘法川は京都府福知山市街地を流れる流路

延長7.3ｋｍ，流域面積15.1㎞ の河川である．福知山市
街地は山地と由良川本川の間に挟まれた低平地に位置し

ており，由良川本川の堤防高（TP＋21～24m）に比べ，
堤内地盤高（TP＋15～16m）が低いといえる．(図-1）ま
た，由良川の上流部は急勾配で流れが速く，中流部は緩

勾配で流れが遅く，下流部は山間地となり川幅が狭く，

河床勾配が非常に緩くなることから，中下流部では水害

が発生しやすい地形である．(図-2）

図-2  由良川の縦断図1)

図-1  福知山市域の弘法川・由良川 

新荒河排水機場 

荒河調節池 
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その一例として，2014年8月豪雨では，福知山市街地
を中心に集中的な降雨があり，福知山観測所において観

測以来最大の335mm/2日を記録した．局地的，集中的で
激甚な豪雨により，床上浸水2,029棟，床上浸水が2,471
棟の合計4,500棟となる甚大な浸水被害が発生した．(図-
3）

図-3  2014年8月豪雨被災状況 

2． 弘法川河川整備計画について

弘法川河川整備計画は，下流の整備済み区間の流下能

力及び他の府管理河川の計画規模と整合を図り，概ね10
年に1回程度で発生する降雨規模の洪水を安全に流下さ
せることを目的とし，河川改修（河道拡幅，河床掘削，

護岸整備及び橋梁改築等）を行うものである．(図-4）
 本府による河川改修と国土交通省及び福知山市による

対策（以下，「総合的な治水対策」）により，2014年8
月豪雨と同程度の降水に対して床上浸水を概ね解消する

ことが可能である．

図-4  弘法川河川改修 

3．新荒河排水機場について

弘法川と由良川の合流点には国土交通省が管理する荒

河排水機場及び総合的な治水対策で京都府が新設した新

荒河排水機場がある．新荒河排水機場の役割は，洪水時，

弘法川水位より由良川水位が上昇した場合，逆流防止の

ため弘法川の樋門を閉門し，ポンプ運転を開始すること

である．ポンプで吸い上げた水は吐出水槽へと流れ，吐

出水槽と由良川の水位差によって由良川へと排水される．

新荒河排水機場のポンプは5.5m3/sの機械が2台あり，合
計11m3/sの排水能力を持つ． (図-5）

図-5  新荒河排水機場 航空写真 

4．荒河調節池について

新荒河排水機場に併設された荒河調節池はポンプの排

水能力を上回る豪雨があった場合や由良川水位が高く，

排水することができない場合に一時的に水を貯め，弘法

川の氾濫を防ぐ役割がある．調節池に貯めた水は，弘法

川水位が低下すればフラップゲート付の排水口から徐々

に排水される．調節池の底高を越流堤に向かって低くす

ることで集中的に貯めることができ，排水しやすくなっ

ている．荒河調節池は面積約12万m2，容量31万m3の調
節池である．(図-6）

図-6  荒河調節池 航空写真 

荒河排水機場 

由良川 

新荒河排水機場 

弘法川 

由良川 

排水口 
弘法川 荒河調節池 

越流堤 
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4．荒河調節池腹付け盛土の浸透流対策について

(1)荒河調節池の法面崩壊について

荒河調節池の法面ではパイピング，すべり破壊が発生

している．パイピングにより土砂の流出が続き，水みち

が拡大すると，堤防が落ち込み，最終的に崩壊に至る．

また，透水性が低い層だと降雨浸透により堤体内水位が

上昇しやすくなるため，すべり破壊が発生するとされて

いる．写真右は荒河調節池において，すべり破壊で法面

が崩壊したため大型土のうで応急復旧をした写真である．

(図-7）

図-7  パイピング（写真左），すべり破壊（写真右）  

(2) 浸透に対する安全性照査について

腹付け後の堤防形状において，浸透流解析及び安定

計算等を実施し，腹付け盛土の浸透に対する安全性照査

を行った．浸透に対する安全性を満足しない区間におい

て，浸透対策工の検討を行い，施設配置及び施設規模を

決定したうえで比較検討を実施し，最適案を選定した．

現地の被害発生状況や浸透流解析に基づき現況再現解析

を行った結果，L34.2kはパイピング及びすべり破壊の不

安定要因が確認され，L34.4kはパイピングの不安定要因

が確認された．(図-8）  

L34.2kでは，堤防基部付近の粘性土層により降雨浸透

が排水されず，堤体内水位が上昇しやすいため，パイピ

ングが発生したものと推定される．また，降雨浸透によ

り堤体内水位が上昇しやすかったことから，当該箇所付

近のAs層及びAc層の強度が低下し，すべり破壊が生

じたと推定される．(図-9）
L34.4kにおいても，堤防基部付近の粘性土層により，

降雨浸透が排水されず，堤体内水位が上昇しやすいため，

パイピングが発生したと推定される．

図-8  荒河調節池 安定照査検討断面 

図-9  L34.2k 現況再現解析 

不安定要因の対策工として，「断面拡大工法」「ドレ

ーン工法」「全面被覆工法」の3案(図-10）を選定した．

「断面拡大工法」の適用性は裏法面の勾配を緩傾斜化す

ることにより，局所動水勾配の低減及びすべり安全性の

向上が期待される．「ドレーン工法」の適用性は裏法尻

付近の浸潤線を低下させ，局所動水勾配の低減及びすべ

り安全性の向上が期待される．「全面被覆工法」は降雨

が主要因であるため効果が期待される．

図-10  対策工の選定2)

L34．2k 

L34．4k 

L34．6k 
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浸透流解析より，「断面拡大工法」「ドレーン工法」

は局所動水勾配及びすべり破壊安全率の照査基準を満足

したが，「全面被覆工法」はL34.2kですべり破壊安全率

の照査基準を満足しなかった．

(2) すべり破壊に対する安定性照査について

腹付け後の堤防のすべり破壊に対する安定性照査結果

は，L34.2k 及び L34.6k について，最小安全率が基準安

全率を下回る結果となり，L34.4k については，基準安

全率を満足する結果となった．(表-1）

表1 現況の安定性照査結果

ケース 最小安全率 基準安全率 判定 

L34.2k 1.076

1.20 

NG

L34.4k 1.224 OK 

L34.6k 0.909 NG

浸透に対する安全性照査で用いた対策工の3案で検討

した結果，L34.2k，L34.6kで3案全てが安全率を満足する

結果となった．

(3) 対策工法の決定

「浸透に対する安全性照査」「すべり破壊に対する安

全性照査」より各断面の対策工法は「断面拡大工法」

「ドレーン工法」が適正である．しかし，「断面拡大工

法」は断面拡大により法面勾配を緩くする必要があり，

その結果として調節池の容量が減少するため，不採用と

した．

以上より，堤体の川裏法尻を透水性の大きい材料で置

き換え，堤体に浸透した水をすみ屋かに排水することが

可能な「ドレーン工法」を採用することとした．

(4) 法面保護工について

ドレーン工法を用いた法面保護工法は法尻付近の土砂

を単粒度砕石に置き換え，その上に省力化平張りかご工

を設置するものである．単粒度砕石及び省力化平張りか

ご工は透水性が高い材料であるため，堤体に浸透した水

を速やかに排水することが可能である．また，堤体内の

浸潤線の上昇を抑制し，堤体のせん断抵抗力の低下を抑

制するものである．(図-11）
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図-11 

  構造図及び施工状況，工事完成写真 

5．今後の取組について

福知山市は，過去に幾度となく洪水による甚大な被害

を受けてきた地域である．福知山市内の学校は防災学習

の一環で様々な防災施設を訪問し，洪水の恐ろしさや歴

史を学んでいるところである．新荒河排水機場や荒河調

節池を新設したことで，浸水被害の軽減を図れているが，

周辺住民からは「これらのどういう施設なのか」「どう

いった役割があるのか」といった疑問の声が寄せられて

おり，施設の重要性について十分に周知することができ

ていない状況である．今後の取組として，新荒河排水機

場及び調節池の役割をよりわかりやすく示すための資料

を作成し，地元説明会や学校の授業等の機械を通じて積

極的に情報を発信していき，理解を深めていきたいと考

えている．

付録

1) 国土交通省 近畿地方整備局福知山河川国道事務

所：「由良川の概要」

2) 財団法人 国土技術研究センター：「河川堤防の構

造検討の手引き」
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災害時の山間事務所における初期対応 

－ 一般国道169号（下北山村上池原地区） 

を事例として － 
 

 

窪田 陽樹1 

 
1奈良県 県土マネジメント部 吉野土木事務所 工務第二課 （〒639-3701奈良県吉野郡上北山村河合420-1） 

 

 奈良県吉野郡下北山村上池原地内の一般国道169号において2023年12月23日に崩土が発生し,

死傷者2名の被害が生じた. 

 一般国道169号は重要物流道路及び第一次緊急輸送道路に指定されている主要な道路であり, 

周辺に迂回路が少なく, 通行止め発生時には地域生活に大きな影響が出る道路である. 

 復旧作業は, 不安定な斜面下で消防・警察と連携し, 作業員の安全を確保しつつ実施すること

が求められた. 

 本稿では, 山間部の少人数出先機関での災害時緊急対応, 特に地域の主要道路における被災者

救出を含む復旧作業について, 担当者レベルでの経験について報告を行い, 情報共有に関する課

題の抽出及び改善策を考察する. 

 

キーワード 災害対応，危機管理，効率化  

 

 

1. はじめに 
 

 2023年12月23日（土）21時頃に, 一般国道169号奈良県

吉野郡下北山村上池原地内（図-1）で発生した崩土（以

下, 本災害）は, L=20～30m×H=40m×W=4～5mの範囲で

道路法面が崩壊し１）, 死傷者2名の被害が出る結果となっ

た（写真-1）.  

 

 

 

図-1 災害箇所位置図 

 

被災者の救助にあたっては, 吉野土木事務所, 警察, 消

防が連携して行った. そのため土木事務所と本庁だけで

なく, 警察, 消防, 地元役場等の関係者との情報共有及び

調整が必要であったが, それぞれ拠点が分散するなかで

情報共有体制の構築が課題となった.  

本稿では, 山間部の少人数出先機関において発災から1

週間程度の初期対応について, 本災害の経験を報告し, そ

れを基に抽出した今後の課題及び, 改善を図った点につ

いて報告をする. 

 

 

写真-1 発災翌日の様子 

一般部門(安全・安心)Ⅱ：No.08

1



2.  吉野土木事務所 工務第二課で管理する一般国道

169号の特徴と管理体制 

 

 一般国道169号は, 重要物流道路及び第一次緊急輸送道

路に指定されており, 県南部地域において京奈和自動車

道, 一般国道168号と一体となって紀伊半島アンカールー

ト（図-2）を構成している. 災害時のみならず, 平常時の

物流上も重要な道路である. また, 奈良県中部の吉野町や

橿原市, 三重県熊野市や和歌山県新宮市へのアクセス道

路として上北山, 下北山村民の生活においても重要な道

路である.  

しかしながら通行止めが発生した際には, 迂回路が少

ないため一般国道168号等への広域迂回が必要となり, 物

流や地域住民の生活に大きな影響が発生する. 

 吉野土木事務所 工務第二課（以下, 工務二課）は下北

山村, 上北山村の一般国道169号, 309号及び425号並びに県

道4路線を管理しているが, 管内は山間の急峻な地形であ

り, 一部では携帯電話の電波が入らない地域も存在して

いる.  

人員面では、上北山方面係4名,下北山方面係4名及び

課長1名の9名で構成されており, 平日は上北山村の事務

所に住みこみで勤務にあたっている. 水防時及び緊急時

の対応を行う水防班・緊急班は4名1班の2班体制で構成

されている. 

 

 

3.  各関係者との情報共有について 

 

(1)  ＳＮＳの活用 

 本災害の初期対応にあたっては, 警察からの通報によ

り対応を開始した. 発災直後より, すくなくとも1台の

通行車両が巻き込まれていたことが確認されており, 被

災者の救助を最優先に現場対応が行われた.  

発災時は休日であり, 事務所に所員が集まっていない

状況であったため, 職員が工務二課庁舎に参集するまで  

 

 

図-2 紀伊半島アンカールート 

の間は, 工務二課職員内での随時入ってくる情報の共有

が課題となった. 情報共有には普段の連絡にも使用して

いたＳＮＳのＬＩＮＥを用いた.  

災害発生時におけるＳＮＳの利用に関する既往の研究

を見ると, 井上ら2)は災害情報の収集及び共有方法につ

いてＬＩＮＥ等のＳＮＳの活用による連絡手段の多重構

築の検討について述べており, 災害の初動期における自

治体と地元建設企業の体制確立の観点から検討をされて

いる.    

また, 木下ら3)は被災箇所の記録においてＬＩＮＥを

活用しており, 情報履歴の非効率な検索手間について指

摘している.  

本災害においてもテキストや写真だけでなく, 動画や

音声データ等を容易に複数人で共有できるため, 速やか

に情報共有が行われた. しかし既往研究の報告と同様に, 

ＬＩＮＥに蓄積される情報量が多くなるほど履歴の検索

に手間が発生した. さらに, ＬＩＮＥに蓄積された情報

を県の情報端末に蓄積し直す手間の発生が確認された.  

 

(2)  Ｗｅｂ会議等の活用 

職員が工務二課庁舎に参集した後には, 現場, 工務二

課, 吉野土木事務所（本所）, 本庁での情報共有も, そ

れぞれが遠隔地であったため, 情報伝達が又聞きになる

ことによる正確性, 即時性における課題が発生した. そ

こで, 情報の共有には複数の関係者が即時的に意思疎通

を行うことができるようにＷｅｂ会議（写真-2）を用い

て行った. 対応期間中には定時の会議を実施し, 会議時

以外も常に回線をつなぎ続けることで, 入った情報を瞬

時に報告することも可能となった.  

12月25日からは本庁職員の応援派遣及び近畿地方整備

局 奈良国道事務所からのリエゾンを派遣していただい

た. それにより, 本庁及び近畿地方整備局との情報共有

において,事務所員で情報の粒度を調整することなく, 

リエゾンの方に情報の取捨選択をしていただくことがで

き, 事務所の負担軽減を図ることができた.  

 

 

写真-2 Ｗｅｂ会議の様子 
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(3)  現場定期ミーティング 

 本災害における救助活動は警察及び消防と連携して実

施しており, 土砂の撤去を土木事務所, 現場の規制, 救

出作業を警察及び消防が実施した.救出可能な範囲に到

達するまで, 土砂を撤去し, ファイバースコープで被災

車両までの距離を確認した後, 再度土砂の撤去という作

業を繰り返した. 救助活動は不安定な法面下での作業で

あり, 刻々と状況が変化した.  

そのため, 関係者が集まり消防が設置した現場本部で

日々の定期ミーティング（写真-3）を実施した. 作業の

進捗報告や作業予定を警察及び消防と共有し, その後の

作業内容等を決定した. 

ミーティングには斜面の確認を行うコンサルも参加し, 

崩壊面の状況を共有することで, 二次災害の発生を防ぐ

こともできた.  

各関係者との情報共有イメージについては, 図-3の通

りである. 

 

 

 

写真-3 現場定期ミーティングの様子 

 

 

図-3 情報共有のイメージ図 

4.  初期対応について 

 

発災当初には通行止め対応, 現場確認, 状況報告, 関

係者（地方公共団体, 緊急業者, 電線事業者等）連絡調

整及び問い合わせ対応が必要となり, 加えて, 救助活動

開始以降には夜間の法面監視並びに近傍の地権者との折

衝も必要となった.  

本災害は近隣に迂回路の無い前鬼橋南～音枝トンネル

(延長約3.1km）の区間(図-4)で発生した. そのため, 発

災当初から一般国道168号または一般国道42号へ広域迂

回を案内する必要があった. 広域迂回は県外の和歌山県, 

三重県にもまたがるため, 県外の地方公共団体と調整し, 

県外にも広域迂回を案内する電光掲示板の表示や看板を

設置した（写真-4）.  

 また, 夜間作業や24時間体制での法面監視の実施にあ

たり, 通常のバルーンライトでは法面上部やカーブ区間

の法面を照らすことができなかったため, 法面を広範囲

で照らすことができる照明設備の確保が課題となった.  

 

 

写真-4 三重県での通行止め案内(熊野市小阪地内) 

 

 

 

図-4 通行止め区間図 
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写真-5 照明車を用いた夜間法面監視の様子 

 

 

写真-6 公用スマートフォン 

 

 

そこで, 本災害では前述した情報共有の結果, 国土交通

省 近畿地方整備局より照明車2台を派遣いただき, 夜間

作業や法面監視にあたることができた（写真-5）. 

吉野土木事務所（本所）では通行止めや広域迂回に関

する問い合わせ対応, 本庁ではマスコミ等報道対応の窓

口を一元化して担い, 工務二課の負担軽減を図った. し

かし, 夜間の法面監視や問い合わせ対応には少人数出先

機関の限られた人員でローテーションを組まざるをえな

い状況であった. 

 

 

5.  課題点の抽出 

 

(1)  情報共有の課題点 

 情報共有の手法については, 関係者がそれぞれ遠隔地

にいるなかで情報共有するという課題に対し, 複数の手

法を組み合わせることで一定の成果が確認された. その

中でそれぞれ下記の課題も確認された.  

a)  ＳＮＳの活用に関する課題 

ＳＮＳの使用は多様な形式で複数人が同時に情報を共

有することができたが, 蓄積されるデータが増えると履

歴確認や整理に時間を要することが問題となった. また, 

今回状況をできるだけ速やかに情報共有するため, 写真

や動画等を撮影できる私用の携帯電話からＳＮＳを使用

した. 今後は内部のサーバーへ保存する手間の軽減や情

報管理に関する課題が確認された. 

b)  Ｗｅｂ会議及び定期ミーティングの実施環境に関す

る課題 

Ｗｅｂ会議は現場の警察, 消防との定期ミーティング

を受けてそのまま内容を現場から複数の関係者に共有で

きたこと, 即時的な意思疎通が可能であったことがとて

も効果的であった. しかし, 現場で県共通端末のＰＣを使

用するには携帯電話の電波が入るエリアであることや, 

ＰＣの電源に工事用発電機を使用すること, マイクやス

ピーカーは県共通端末のＰＣに内蔵のものを使用するた

め, 風が強いときには聞き取りにくいことなどが問題と

なった. そこで,  電波や電源の確保等の設備面での課題が

確認された. 

 警察及び消防との定期ミーティングについては, 不安

定な法面下での救出作業をするにあたり必要な土砂の撤

去の範囲等, 3者の意見を出し合い, その中で互いの作業

分担を行うために非常に重要であった. しかしながら, ミ

ーティングを行う現場本部は机のみであり, 本災害の救

出作業時は降水がなかったため問題とならなかったが, 

テント等の設備面が課題となった.  

 

(2)  初期対応の課題点 

山間事務所の人員の少ないところで災害が発生した場

合には, 現場や通行止めの対応等に多くの労力が必要と

なとなった. 結果, 発災直後の対応において顕著に人員不

足が発生するため, 迅速なプッシュ型の人員派遣が課題

だと感じた.  

 

 

6.  改善策の検討 

 本災害後, 前項で挙げられた課題に対応すべく, 検討

または既に導入された改善策について, 本項では述べる. 

 

(1)  公用スマートフォンの導入 

 本災害では, 職員間の情報共有に私用の携帯電話から

ＳＮＳを利用し, データ整理等の手間や情報管理という

課題点が考えられた. そこで, 公用スマートフォン（写

真-6）を導入し, 本庁及び出先機関の情報共有を内部チ

ャットで行うようにした. 内部チャットから内部のサー

バーへ写真や動画等のデータは直接保存可能であり, 写

真等は撮影時の位置情報を記録することも可能となった.  

 今後は, 緊急時だけでなく, 日常の管理にかかるデー

一般部門(安全・安心)Ⅱ：No.08

4



タの蓄積にも公用スマートフォンを用いることが出来る

ように検討を進めており, ますますの活用が期待される. 

 

(2)  災害時現場本部整備の検討 

 本災害では, 現場でのミーティングや法面監視を屋外

で行った. そこで, 天候不良時の設備不足という課題点

が考えられた. そこで, 必要な資機材を保管したコンテ

ナハウスの導入について工務二課で検討を実施している.  

 

 

7.  まとめ 

 本稿では, 2023年に一般国道169号奈良県吉野郡下北

山村上池原地内で発生した崩土災害を事例に, 山間部の

少人数出先機関での初期対応の経験について報告を行い, 

情報共有の手法について述べた.  

さらに課題を抽出したところデータ蓄積, 情報管理及

び設備不足に関する課題が明らかとなった.  

そして, 抽出された課題から改善を図っている点につ

いて報告を行った.  

今後も県民の安心・安全なくらしを守るために, 引き

続き改善に取り組みたい. 

 

 

謝辞：本災害の発災時には, 下北山村, 上北山村役場,

国土交通省 近畿地方整備局をはじめ, 多くの方のご協

力をいただき, 対応にあたることができた. あらため

て御礼申し上げる. 
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外来樹木の駆除対策の一手法について 
 
 

浦西 勝博1・川端 真治2 
 
1近畿地方整備局 猪名川河川事務所 工務課 （〒563-0027大阪府池田市上池田2-2-39） 

2近畿地方整備局 河川部 河川工事課 砂防・海岸係（〒540-8586大阪市中央区大手前3－1－41大手前合 
        同庁舎） 

 

河道内に生育する外来樹種ハリエンジュについては生態系への影響のほか，河川管理上の支

障も懸念されることから適切に駆除を行う必要がある。今回，猪名川にて，ハリエンジュの効

果的な駆除手法としての環状剥皮について検証を行った。今回の検証から得られた知見は，環

状剥皮の施工部の癒合が一部の樹木に見られ，そこから発生する萌芽の伐採等も行うことで，

２年半後にはほぼ全てのハリエンジュを枯死させることができたということである。以上の結

果から，環状剥皮はハリエンジュの駆除に有効な手法であることが分かった。 
 

キーワード 外来樹木，枯死，環状剥皮，剥皮部の癒合，萌芽の発生  
 

1.  背景・経緯 

(1)   侵略的外来種ハリエンジュ 
 外来種とは，過去あるいは現在の自然分布域外に導入

（人為によって直接的・間接的に自然分布域外に移動さ

せること）された種を指す1)。日本国内に導入された外

来種については，在来種との競合や遺伝的攪乱等の自然

環境への影響のほか，農林水産業への影響や人に対する

傷害等の様々な影響を及ぼすことが指摘されており，外

来種のうち特に影響が甚大で，その導入もしくは拡散が

生物多様性を脅かすものを「侵略的外来種」という2)。 

北アメリカを原産とするマメ科の落葉高木であるハリエ

ンジュ（Robinia pseudoacacia）も侵略的外来種の1つで

あり，明治時代頃に緑化や街路樹としての利用を目的に

国内に導入されたものが野生化したものとされる3）。ハ

リエンジュは，伐採しても容易に再生する繁殖力の強さ

から急速に分布範囲を拡大させ，現在では日本のほぼ全

域に分布しており4, 3），2015年に環境省によって策定さ

れた「生態系被害防止外来種リスト」では，適切な管理

が必要な産業上重要な外来種として，「産業管理外来

種」に指定されている5)。 
 河川においては，ハリエンジュは比較的比高の高い中

州や高水敷に多く生育しており，流水や土砂の移動によ

って種子が運搬されることで分布を拡大させていると考

えられている1)。また，ハリエンジュは地中に広く水平

根を発達させ、個体に損傷（伐採等）があった際には，

損傷部から萌芽を発生させるとともに水平根からも大量

に根萌芽を発生させることで周辺に広がるとされる3,6,7)。  
 
 

 
 
(2)   猪名川におけるハリエンジュ 
一級河川猪名川は川辺郡猪名川町の大野山を水源地と

し，大小あわせて42本の支川と合流しながら大阪・兵庫

両府県を南流し，大阪湾に流入する神崎川右岸に河口か

ら約6.5km上流で合流する。その流域には川西・池田・

宝塚・箕面市など多くの都市域を擁し，流域面積383km2，

幹川流路延長43.2kmの典型的な都市河川である。 
猪名川においても河道内に多くのハリエンジュが生育

しており，特に兵庫県伊丹市の軍行橋下流付近の高水敷

において大規模なハリエンジュ群落が形成されている。 
河川内に生育するハリエンジュについては，在来の生

態系等に対する環境面の影響以外に，根が浅く倒伏しや

すいことから増水時に流倒木となって流下阻害の原因に

なるほか，堤防に侵入して堤体の損傷を引き起こすなど

の河川管理上の懸念が報告されている1)。また，軍行橋

下流付近のハリエンジュ群落については学識経験者等か

らなる猪名川流域自然環境委員会からも駆除することを

望む意見があげられていたため，猪名川河川事務所とし

て当該ハリエンジュ群落の駆除を実施するものとした。 

 

図-1 ハリエンジュ（Robinia pseudoacacia）
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2.  ハリエジュの駆除手法の検討 

(1)   駆除手法の検討 
 ハリエンジュの最も基本的な駆除手法は伐採すること

であるが，上述のとおりハリエンジュは伐採すると切株

や水平根から大量に萌芽を発生させる。ハリエンジュの

水平根は最大60mの範囲まで及ぶとされ8)，伐採後に発

生する根萌芽の数は平均50本程度，多い個体では約100
本の根萌芽が発生したとの報告もあり7)，伐採のみでハ

リエンジュを完全に駆除することは困難と考えられる。 
伐採以外の手法としては，伐採と組み合わせて切株や

根系の除去及び表層土砂の入れ替えを行う手法や4)，切

株に除草剤を塗布する手法が効果が高いとされる9)。し

かしながら，当該ハリエンジュ群落については群落内に

ヒメボタル（Luciola parvula）が生息しており，夏季に

は地域住民による観察会も開催されていることから，地

域住民に配慮し，ヒメボタルの生息環境への影響が大き

いと考えられるこれらの手法については非選定とした。 
そのため，当該ハリエンジュ群落の駆除については，

学識経験者の意見も聴取したうえで，他事例によってハ

リエンジュに対する一定の効果が報告されており1,4,10)，

かつ周辺の自然環境への影響も小さいと考えられる「環

状剥皮（巻き枯らし）」により実施するものとした。 
 なお，環状剥皮とは，樹幹部分の樹皮を環状に剥ぐこ

とにより維管束外側の師管部分を取り除き，地上部から

の栄養の流れを断つことにより樹勢を減退させ，樹木の

枯死を促す手法である 1)。 
 

 

 
 

図-2 環状剥皮の模式図 

 
 
 
(2)   駆除の実施手順 
 環状剥皮によるハリエンジュの駆除については，これ

までにもいくつかの事例が報告されている。ただし，そ

の多くは事業の一環として試験的に行われたものであり，

環状剥皮について一定の駆除効果はあるとしつつもより

詳細な検討が行われた事例は少なく 1,4,10)，具体的な環状

剥皮の実施方法等については依然知見が不足している状

況であった。したがって，当該ハリエンジュ群落の駆除

にあたっては，まず群落内のいくつかのハリエンジュを

対象に環状剥皮の効果検証に係るモニタリング調査を実

施し，環状剥皮の効果や課題及びその対応方針について

検証を行い，環状剥皮による駆除手法を確立させたうえ

で，群落全体の駆除作業に着手するものとした。今回の

取組みでは 2020年 1月から 2022年 7月にかけて環状剥

皮の効果検証に係るモニタリング調査を，2022年 8月か

ら 2024年 9月にかけて群落全体の駆除作業を行った。 

 

3.  環状剥皮の効果検証に係るモニタリング調査 

(1)   調査地と方法 
a) 調査地 

 調査地は上述した猪名川中流域に位置する軍行橋下流

付近の左岸側に位置するハリエンジュ群落とした．当該

地点は，河道幅が200m以上あり，右岸側を流路が流下

しているのに対して，左岸側には土砂が堆積するなどし

て高水敷にはハリエンジュ等の河畔林が形成されている。 
当該ハリエンジュ群落については，面積は約0.48haで

あり，高さ10m以上のハリエンジュの高木が多く生育し

ている。群落内では基本的にハリエンジュが優占してい

るが，一部エノキやアキニレ等の在来種も生育している。 
 

 

 
図-3 ハリエンジュ群落の範囲（上），外観（下） 
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b) 調査方法 

 環状剥皮の効果検証に係るモニタリング調査は，当該

ハリエンジュ群落内に生育するハリエンジュからモニタ

リング対象木を選定して環状剥皮することで行った。 
 モニタリング対象木については群落内に生育するハリ

エンジュ 41 本を選定し，樹高及び胸高直径を計測した。 
対象木の平均胸高直径は 7.6cm±2.7cm，平均樹高は

5.8m±1.8mであった。 
モニタリング対象木の選定後，2020年 1月～2月にか

けて各対象木に環状剥皮の処理を行った樹木は，出来る

だけ樹幹の根元部分において縦 30cm 以上の幅を剥皮し

た。また，根元から株別れしている個体については全て

の株において環状剥皮を実施した。剥皮の手法について

は，他事例ではナタやチェーンソー，ノミを用いて剥皮

している事例が多いが 1,4,10)，今回調査では学識経験者の

助言にもとづき，以下に示す手順で剥皮を実施した。 

 

・剥皮したい箇所の上端，下端部分にのこぎり等を用い

て幹を一周するように，樹皮に切り傷をつける。この

際、傷をつけるのは樹皮までとし，深く切りすぎない

ように留意する。 

・木槌を用いて剥皮箇所を樹皮が浮いてくるまで叩く。 

・樹皮が浮いてきたら手で樹皮を剥ぐ。 

 

 
図-4 環状剥皮の実施状況 

 

  

図-5 剥皮部の癒合（左），萌芽の発生（右） 

  

モニタリングは，2020 年 5 月から 2022 年 7 月にかけて，

ハリエンジュの展葉期に行った。2020 年と 2021 年は 5，
7，9，11月の各 4回，2022年は 5，6，7月の 3回実施し

た（計 11 回）。モニタリングでは，各対象木の枯死の

状況及び萌芽の状況（萌芽数，萌芽長）について記録し

た。なお，「枯死」については展葉並びに萌芽の発生が

確認されない状況をもって「枯死」と判断した。 

 モニタリング中に確認された萌芽については記録後に

ノコギリ等を用いて伐採した。また，モニタリング中に

は，剥皮部の上部から組織が再生して剥皮部の下部まで

到達することで剥皮部が癒合するケースも見られたため，

癒合が見られた場合には癒合部の除去又は再度環状剥皮

を適宜実施した。 

 
(2)   調査結果 
a) 萌芽の発生状況 

 対象木のモニタリング月別の合計萌芽数，平均萌芽長

を図-6，図-7に示す。合計萌芽数については，モニタリ

ング開始当初の2020年5月は約400本あったが，時間経過

とともに減少していき2021年5月には50本以下になった。

その後，2021年は横ばいで推移したが，2022年5月以降

は0本となった。 
平均萌芽長については，成長が活発になる夏季（7

月）に長くなり，成長速度が低下する冬頃（11月）に短

くなる傾向が見られた。2022年5月以降は0㎝となった。 
 

 

図-6 対象木のモニタリング月別の合計萌芽数の推移 

 

 

図-7 対象木のモニタリング月別の平均萌芽長の推移 
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b) 枯死状況の推移 

 対象木の枯死状況の推移を図-8に示す。モニタリング

開始当初はほぼ全ての個体が未枯死の状況であったが，

モニタリング月毎に萌芽の伐採，癒合部の除去又は再度

環状剥皮を行うことで枯死した対象木の割合が増加して

いき，2022年5月以降は全ての個体で枯死が確認された。 

 

(3)   考察 

 モニタリング調査では 41 本のハリエンジュを対象に

環状剥皮を実施し，その後，継続的に萌芽の伐採等を行

うことで約 2年半後に全ての個体を枯死させることがで

きた。モニタリング調査では，枯死していないハリエン

ジュの状態として「剥皮部の癒合」と「萌芽の発生」の

2つのケースが見られた。 

 「剥皮部の癒合」については，いずれの個体も樹冠部

分が正常に展葉していたため，癒合することで樹幹内の

栄養の流れが正常に戻っていたと考えられる。剥皮部の

癒合が見られた対象木については対策として癒合部の除

去又は再環状剥皮を実施した。その結果，剥皮部が癒合

が見られた対象木 17 本について，癒合部の除去又は再

環状剥皮を平均 2回実施することでその後剥皮部の癒合

が見られなくなった。このことから，「剥皮部の癒合」

が見られた場合の対策として，癒合部の除去又は再環状

剥皮は適切であると考えられる。なお、最も期間を要し

た個体では剥皮部が癒合しなくなるのに計 4回の対策を

要した。 

「萌芽の発生」については，いずれの個体も展葉がなく

なり樹木上部は枯死しているが，根元から萌芽が発生し

ている状況であった。萌芽の発生が見られた個体につい

ては対策として萌芽の伐採を実施した。その結果，萌芽

の発生が見られた対象木 38 本について，萌芽の伐採を

平均 3回実施することでその後萌芽が発生しなくなった。

このことから，「萌芽の発生」が見られた場合の対策と

して，萌芽の伐採は適切であると考えられる。なお，最

も期間を要した個体では萌芽の発生がなくなるのに計 8

回の対策を要した。 

 

 

図-8 枯死状況の推移 

4.  群落全体の駆除作業 

 環状剥皮の効果検証に係るモニタリング調査の結果を

踏まえて，2022年8月から当該ハリエンジュ群落全体の

駆除に着手した。 
 
(1)   作業箇所と方法 
a) 作業箇所 

 作業箇所はモニタリング調査と同様に軍行橋下流付近

の左岸側に位置するハリエンジュ群落とした。なお，群

落全体の駆除実施時点では群落内にはおよそ 350 本～

400本のハリエンジュが生育していた。（図-9） 
 
b) 作業方法 

 群落全体の駆除作業については，当該ハリエンジュ群

落内の全てのハリエンジュを対象に環状剥皮の処理を行

い，その後継続して萌芽の伐採等の対策を実施すること

で行った。 
 環状剥皮の処理は 2022 年 8 月に実施した。その後の

対策については，モニタリング調査において萌芽の発生

が確認された個体に対して最大 8回の萌芽の伐採が必要

になったことから，2022年は 8月，9月，11月の 3回，

2023年は 5月，6月，7月，8月，9月の 5回，2024年は

6月，8月の 2回の計 10回実施するものとした。対策に

おいては，モニタリング調査の結果を踏まえて，萌芽の

発生が見られた場合は萌芽の伐採を，剥皮部の癒合が見

られた場合は癒合部の除去又は再環状剥皮を行った。ま

た，地面からハリエンジュの根萌芽や実生の発生が見ら

れた場合も適宜伐採を行った。 
 また，群落内のハリエンジュの枯死状況を把握するた

めにモニタリングを行った。モニタリングは，群落全体 
の駆除作業開始前の 2022年 5月と，業開始後の 2023年
8月，9月，11月及び 2024年 5月，7月，9月の計 6回実

施した。モニタリングについては，落内のハリエンジュ

の個体数が膨大なため，々のハリエンジュの状況につい

て個別に把握を行うのではなく，落内の枯死/未枯死の

ハリエンジュの総数の計測のみ行った。 
 

 
図-9 ハリエンジュ群落及びハリエンジュ位置 

●：ハリエンジュ位置 
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(2)   作業結果 
 群落全体の枯死状況の推移を図-10に示す。駆除作業

開始当初は全体のうち約70％が未枯死であったが，除作

業を継続して実施し，024年9月において群落内のハリエ

ンジュの約99％の枯死が確認された。 
 

5.  まとめ 

 本取組みでは，道内に生育するハリエンジュ群落の駆

除を行うにあたり，ず環状剥皮の効果の検証に係るモニ

タリング調査を実施して，状剥皮後の継続的な萌芽の伐

採等の対策の必要性を把握したうえで，の後実際に検討

した駆除手法を用いてハリエンジュ群落全体の駆除作業

に着手することで最終的に群落内のほぼ全てのハリエン

ジュを駆除することに成功した。 
 これまでに報告されている環状剥皮を用いたハリエン

ジュの駆除に関する詳しい調査事例としては，尾ら

（2015年）の事例10)があり，状剥皮によるハリエンジュ

の駆除について9年に渡る調査が行われている。この調

査でも環状剥皮後に年2回以上萌芽の伐採を行った場合， 
8年後にほぼ全ての個体が枯死したことから，環状剥皮

後の継続的な萌芽の伐採が重要であると結論づけている。

また，同事例においては環状剥皮の場合，伐採と比較し

て根萌芽の発生量を大幅に抑制できることが報告されて

いるが，本取組みにおいても，群落全体の駆除作業時の

モニタリングでは根萌芽は最も多かった月で17本程度し

か確認されず，崎尾らと同様の結果が確認された。 
一方，崎尾らの事例10)では全てのハリエンジュが枯死

するのに約8年かかったのに対し，本取組みでは約2年と

短期間で駆除を行うことができた。この要因としては，

崎尾らはハリエンジュ群落内の一部のハリエンジュを対

象に環状剥皮等を実施していたのに対し，本取組みでは

群落内の全てのハリエンジュを対象に環状剥皮及び萌芽

の伐採等を実施したことが考えられる。先述のとおりハ

リエンジュは水平根から発生する根萌芽によって増殖す

るため，環状剥皮を行った個体が水平根によって地中で

環状剥皮をしていない他個体と繋がっている可能性があ

る。  
 

 
図-10 群落全体の枯死状況推移 

崎尾らも，調査において最後まで枯死しなかった個体に
ついては地中深くで他個体と水平根で繋がっていた可能
性があるとし，環状剥皮による駆除を行う際は林分の全
てのハリエンジュに対して同時に環状剥皮と萌芽の除去
を行うことによって，より効果的にハリエンジュの群落 
を駆除できる可能性があると指摘している 10)。 
したがって，本取組みにおける結果から，ハリエンジ

ュの駆除にあたっては環状剥皮が有効な手法であること

が明らかになるとともに，環状剥皮によるハリエンジュ

の駆除を効果的に行うには，①環状剥皮後の継続的な萌

芽の伐採等の実施，及び②林分全体のハリエンジュを対

象に環状剥皮や萌芽の伐採等を実施することが重要であ

ることが分かった。 
また，今回環状剥皮処理の際に用いた木槌で樹皮を叩

いて剥ぐ方法については，他事例で見られるようなチェ

ーンソーやナタによる方法よりも危険が少なく，特別な

技術も要しない効果的な手法であり，地域連携の一環と

して地域住民を対象としたワークショップの中で環状剥

皮を実際に体験してもらう等の展開も期待される。 
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上げる。 
 

参考文献 
1) 国土交通省（2013）河川における外来植物対策の手引き，

203p. 
2) 環境省自然環境局 野生生物課外来生物対策室．外来種問題

を考えるホームページ「侵略的な外来種」． 
https://www.env.go.jp/nature/intro/index.html（2025年3月17日確認） 

3) 国立研究開発法人国立環境研究所．侵入生物データベースホ

ームページ「維管束植物 ハリエンジュ」． 
https://www.nies.go.jp/biodiversity/invasive/index.html（2025年 3月 17
日確認） 

4) 経済産業省．2018年度第13回 環境審査顧問会 風力部会ホー
ムページ「別添 29 ニセアカシアの駆除方法と対策事例」．
https://www.meti.go.jp/shingikai/safety_security/kankyo_shinsa/furyoku/20
18_013.html（2025年3月17日確認） 

5) 環境省自然環境局 野生生物課外来生物対策室．外来種問題

を考えるホームページ「生態系被害防止外来種リスト」． 
https://www.env.go.jp/nature/intro/index.html（2025年3月17日確認） 

6) 比嘉基紀・川西基博・米林仲・崎尾均（2015）侵略的外来

種ハリエンジュ（Robinia pseudoacacia L.）若齢林の伐採後の刈

り取りによる管理，日本緑化工学会誌，40（3）: 451-456. 
7) 崎尾均（2003）ニセアカシア（Robinia pseudoacacia L.）は渓畔

域から除去可能か？，日本林学会誌，85（4）: 355-358. 
8) 玉泉幸一郎・飯島康夫・矢幡久（1991）海岸クロマツ林内

に生育するニセアカシアの根萌芽の分布とその形態的特徴，

九州大学農学部演習林報告，64 : 13-28. 
9) 長野県林業総合センター（1999）ニセアカシアとタケの枯ら

し方，ミニ技術情報No.9． 
https://www.pref.nagano.lg.jp/ringyosogo/joho/faq/documents/mini09.pdf 
（2025年3月17日確認） 

10) 崎尾均・川西基博・比嘉基紀・崎尾萌（2015）巻き枯らし

によるハリエンジュの管理，日本緑化工学会誌，40（3）: 446-
450 

一般部門(安全・安心)Ⅱ：No.09

5



 

一般部門(安全・安心)Ⅱ：No.09

6



 

一般国道169号（下北山村上池原地区）の崩土

による通行止め区間の通行再開の取組 
 
 

臼井 伸章1 
 

1奈良県 県土マネジメント部 吉野土木事務所 工務第二課（〒639-3701奈良県吉野郡上北山村河合420-1） 

 

 2023年12月23日に奈良県吉野郡下北山村上池原地区の一般国道169号のおいて発生した土砂崩

れは，地域住民の生活に大きな影響を与えた．本地区の仮復旧工事は早期の通行再開を最優先

として進め，仮橋による仮復旧工事完了かつ深層崩壊の予兆を事前に感知できる監視体制が整

ったことにより，2024年6月28日より一般車両の通行が可能となった．しかし仮橋は急峻な斜面

に設置され，かつ早期の通行再開が必要となったことで安全対策の一つである交通誘導警備員

のコスト増大が課題となった．本稿では復旧段階に応じた交通誘導や仮橋通行に係る安全対策

及びコスト縮減への取組について報告する． 

 

キーワード 法面崩壊，全面通行止め，早期復旧，段階的な交通開放  
 
 

1. はじめに 

 

奈良県南部に位置する下北山村は日本でも有数の多雨

地域の一つであり，吉野土木事務所が所管する路線にお

いて，大雨，台風等の自然災害に対して脆弱な区間が多

く存在する．一般国道169号は第一次緊急道路，重要物

流道路に指定されていることから大型車両の通行が多く，

迂回路も少ないため土砂崩れ等の災害が発生した場合，

物流・観光・地域生活に大きな影響が生じる． 

2023年12月23日（土）に一般国道169号下北山村上池

原地区（図-1）で発生した土砂崩れの影響により，一般

国道169号は全面通行止め（前鬼橋南～音枝トンネル

南：延長約3.1km）となった．仮復旧工事は通行止め区

間の早期通行再開を最優先事項とし，仮復旧工事（モル

タル吹付，鉄筋挿入工，高エネルギー吸収柵）や法面監

視体制の整備状況に応じて段階的な交通開放を行ったが，

仮復旧となる仮橋は谷側（ダム湖側）の急峻な斜面に設

置したため，通行車両への安全対策が課題であった．ま

た早期の通行再開を優先したことで，仮橋通行に係る安

全対策の一つである交通誘導警備員へのコストが増大し

ていた． 

本稿では，上池原地区での通行止め解除に至るまでの，

復旧段階に応じた交通誘導内容や仮橋通行に係る安全対

策及びコスト縮減への取組について報告する． 

 

 

2.  災害概要及び応急工事について 

 

 2023年12月23日（土）21時頃，吉野郡下北山村上池原

地区において，土砂崩れが発生し，通行車両2台が巻き

込まれ2名の死傷者が発生した．被災規模は，延長約20
～30m，深さ約4～5ｍ，高さ40ｍ，崩壊推定土砂量約

4,000m3である（図-2）．仮復旧工事は，崩壊斜面への

法面対策（モルタル吹付，鉄筋挿入工，高エネルギー吸

収柵）に加えて，崩壊や地すべり規模の変動状況を監視

しつつ，早期の通行開放に対して最も有効である仮橋整

備を実施した（図-3）． 

 

 

 
図-1  災害発生箇所 
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図-2  被災状況（2023年12月24日撮影） 

 

  

図-3 仮橋工事完了（2024年4月28日撮影） 

 

 

3.  仮橋完成に伴う暫定交通解放ついて 

 
 仮橋完成に伴い，2024年4月30日より緊急車両（緊急

車両とは，消防用自動車，救急用自動車，警察車両以外

にも電力・ガス会社，医師・医療関係，その他生活維持

に必要な緊急輸送車両（タンクローリー，生活物資輸送

車両等）等を含む）のみを通行可能とする暫定的な交通

開放を行った．通行車両は原則として奈良県・上北山

村・下北山村が発行する通行許可書をもつ車両のみに限

定した． 

なお暫定開放時は，通行車両の速度抑制対策を目的と

して先導車，および法面に異常が発生したときに即座に

緊急車両に周知するための法面監視者(県職員1名)を配

置し，法面状況が監視（目視）可能な時間帯（5時30分
～18時30分または19時00分）について通行可とした．ま

た一般国道169号(下北山村内13.8km)は雨量規制実施路

線（時間雨量25mm/hr，連続雨量110mm）であるが，本

地区においては通常より厳しい基準値（時間雨量

12.5mm/hr，連続雨量55mm）を設定した．法面の計測機

器の異常または雨量規制基準を超過した場合は，現場を

含めた全長約3.1km（前鬼橋南～音枝トンネル南）をバ

リケードにより通行止めとした． 

通行許可書や通常より厳しい雨量規制基準を設定した

ことにより，片側交互通行の交通誘導業務に加えて，通

行許可書の確認，先導車の運転，通行止め時に通行止め

を周知する要員等として，最大16名の交通誘導警備員を

同時に配置する必要があった（図-4）． 

 

 
図-4  暫定交通開放時の交通誘導体制 

（2024年4月30日～6月20日） 

 
 

4.  一般車両の通行再開について 

 

地盤伸縮計，パイプひずみ計等の計測機器や警報装置

等の設置完了に伴い，深層崩壊の予兆を事前に感知する

ための法面監視体制が整ったことから，2024年6月28日
より一般車両の片側交互通行を開始し，通行許可書につ

いては廃止した．仮橋区間（延長L＝約150m）は急峻な

斜面に張り出すように設置され，有効幅員4mを確保し

ているものの，勾配があり（最大約7.8%）があるため，

所管警察署と協議を行い仮橋上は道路交通法上の速度制

限30kmを設けたが，通行車両の安全対策については継

続的な課題を有していた． 

 

(1) 注意喚起型の速度抑制対策 
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 運転手への注意喚起を目的とした減速路面標示（破

線）や段差舗装（樹脂系すべり止め舗装）による減速対

策を実施した（図-5）．注意喚起型の路面標示対策であ

る減速区画線は，全国的に数多く採用されている手法で

あり，速度抑制効果の持続性1)も期待できる．また段差

舗装は，音と振動を運転手に与えることで，通行車両の

速度抑制を図ることを目的として設置した． 

 

  
図-5  速度抑制対策（減速区画線，段差舗装） 

 

(2) 先導車による速度抑制対策 

 仮橋を含めた片側交互通行区間については，6月28日
以降も先導車をつけた速度抑制対策を行った．しかし通

行許可書廃止に伴い交通誘導警備員を16名→9名に削減

できたが，先導車を配置した場合（図-6），受注者側が

交通誘導警備員及び先導車の運転手と多くの人員を確保

する状態が続き，昨今の警備業界の負担解消とは逆行す

る形となる．また先導車が片側交互通行の起終点で旋回

できるスペースが必要であるため，片側交互通行の規制

区間が約400ｍ（交通誘導警備員のみで片側交互通行を

行う場合は，約280m程度となる）と長くなり，通行車

両の停止位置での待機時間増加に繋がる問題が発生して

いた． 

 

 
図-6  仮橋上での先導車による交通誘導体制（イメージ図） 

 

5.  仮橋通行に係るコスト縮減対策 

 
先導車および路面標示対策等による仮橋走行に係る速

度抑制対策を進めていたが，先導車による仮橋運用は交

通誘導警備員の人員確保や一般通行者の停止位置での待

機時間が増加する等の問題が発生するため，次の簡易的

な実験を行い，先導車を廃止する方法について検討した． 

仮橋区間のうち，30km速度制限区間（約130m）にお

いて，誘導形式を変更しながら，車両が通過する時間の

計測を行った．30km速度制限区間を速度30km/hで走行し

た場合の計算上の通行時間は16秒である． 

実験結果（表-1）のとおり，先導車を廃止し，追加の

対策行わず片側交互通行を行ったCASE②では，仮橋の速

度規制区間での走行速度は30.4km/h，仮橋入口で徐行案

内を行うCASE③（図-7）では平均速度が28.3km/hとなり，

交通誘導警備員による徐行案内を行うことで平均速度が

30km/hを下回る結果となった．CASE③において，検証期

間中に計測した全200台中で走行速度35km/h～40km/h未
満が計8台計測されたものの，概ね速度制限内である

30km/ h以下で走行していた．仮橋入口での徐行案内を

行うことで速度抑制への一定の効果が確認できたため，

8月1日より先導車を廃止し交通誘導警備員のみの片側交

互通行に切替えを行った．通行者の安全を確保しつつ，

交通誘導警備員を削減(9名→5名)することができたが，

今後も走行状況を確認し速度抑制効果について再評価す

る必要がある． 

 

 

 

図-7  CASE③ 仮橋入口の交通誘導警備員配置 

 

表-1  先導車廃止による通行時間比較 

平均速度

最大 最小 平均 (km/h)

CASE ① 先導車あり 
※ - - - 20～30

CASE ② 先導車なし 22.0 11.1 15.4 30.4

CASE ③ 先導車なし、徐行案内 28.4 12.2 16.6 28.3

　　
※

先導車の走行速度を20～30km/hに設定しているため、通行時間は未測定

通行時間(s)
誘導形式
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6.  交通信号機による片側交互通行へ 

 

交通誘導警備員による速度抑制対策は通行車両に対し

て効果的であったものの，交通誘導警備員配置に係る費

用が継続的に必要となった．そのため所管警察署との協

議を行い，2025年4月24日より交通誘導警備員から交通

信号機による片側交互通行に切替えを実施した（図-8）．

本地区周辺は山間部特有の急カーブの多い地域であり，

信号機設置の影響により停止位置での渋滞が発生した場

合，停止車両への追突等の事故発生が懸念されたため，

「信号機有り」「停止車両有り」等の注意喚起看板を追

加で設置し注意喚起を行うこととした．交通信号機によ

る片側交互通行の運用開始以降で，事故は発生していな

いものの，片側交互通行の運用方法及び通行車両への安

全対策については今後も継続的に見直していく必要があ

る． 

また交通信号機による片側交互通行への切替え以降も，

法面の異常が発生した場合に備えて，交通誘導警備員2

名の配置を継続している．今後も通行車両に対する安全

が大前提ではあるが，安全対策へのコスト，警備業界の

慢性的な人員不足を考慮し，交通誘導警備員に代わる代

替案を検討し，仮橋通行に係る管理体制の見直しを進め

ていく必要があるを考える． 

 

 

 

図-8  交通信号機による片側交互通行へ切替 

 

7.  おわりに 

 

 2023年12月23日に一般国道169号奈良県吉野郡下北山

村上池原地内で発生した土砂崩れの影響で，約6ヶ月間

通行止めとなった．本工区周辺は迂回路が少ないことも

あり，早期通行再開を最優先事項として仮復旧となる仮

橋を採用したが，山間部特有の急峻な地形に設置したこ

と，また早期の通行再開を優先したことによる交通誘導

警備員のコスト増大が課題となった． 

本地区の早期通行再開ができたのは災害復旧事業者を

はじめ，国土交通省近畿地方整備局，電源開発株式会社，

下北山村・上北山村・川上村役場，吉野警察署などの多

くの方々のご協力があった結果であり，感謝申し上げた

い． 

現在も交通信号機による片側交互通行，法面監視機器

による監視が続いている．本格復旧は高度な技術力を要

することから，国の権限代行による災害復旧工事（別線

のトンネル2.8km）として実施することとなったが，災

害復旧工事が完成するまでの期間は，仮橋区間の片側交

互通行は継続することになる．本事例は，迂回路が少な

く速度抑制が必要となるような現場であり，山間地で見

られる特有の事例であるかもしれないが，土砂崩れ等の

災害発生に係る交通誘導やその他の安全対策について参

考になれば幸いである． 

 

 

参考文献 

1)  路面標示による交通安全対策の速度抑制効果の持続性の検

証 木下康之・萩野弘・仙石忠広・浜口雅昭・辻光弘・林

祐 志 , 土 木 計 画 学 研 究 ・ 講 演 集 (CD-ROM)45, 2012
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東山トンネル 

点検から補修計画まで 
 

 

内藤 信吾1 

 
1近畿地方整備局 大阪国道事務所 高槻維持出張所 （〒569-0072大阪府高槻市京口町12-22） 

 

 東山トンネルは開通以来、交通量の増加や経年劣化によって構造的な疲労や損傷が進行して

おり、近年では劣化現象が顕在化している。また、2012年の笹子トンネル事故を契機に全国で

安全性の再点検が進み、東山トンネルも予防保全的な補修対象となり対策が必要となっている。 

本文では、供用から60年が経過した現在に至るまでの変遷を振り返り、過去に実施された点

検データの分析を通じて劣化度の分類や進行傾向について考察を行うとともに、今後の補修計

画においての課題解決に関する取り組みについて述べる。 

 

キーワード トンネル，定期点検，予防保全，鋼板補強  

 

 

1.  はじめに 

 東山トンネルは、京都市東山区と山科区の境界に位置

し、国道1号五条バイパスの一部として建設された道路

トンネルであり、市街地の交通環境を改善し幹線道路と

しての機能強化を図るために整備されたものである。概

要、現在の状況（写真-1）を以下に示す。 

トンネル概要 

(1) 場所：京都府京都市山科区上花山旭山町 

(2) 竣工年：1965年3月 

(3) 施工法：矢板工法 

(4) 延長：259ｍ 

(5) 幅員：7.0ｍ（上下線分離型） 

上り2車線、下り2車線 

(6) 交通量：56305台/日 

  

写真-1 東側抗口 

2.  供用からの変遷 

(1)  社会的役割 

1965年の供用から60年を経過する現在においても京都

市中心部と山科・滋賀県方面を結ぶ重要な広域幹線とし

て、観光・物流・通勤通学など多様な需要を支えている。

さらに、災害時には緊急輸送路や避難路としての役割も

果たすことから地域の経済活動や住民の安心・安全の基

盤として重要な都市インフラであり続けている。 

 

(2)  点検制度と適用 

a)初期の維持管理 

高度経済成長期から1990年代にかけて全国で多くの道

路トンネルが建設されましたが、供用開始後の維持管理

水準は、管理者によってまちまちで定期的な点検が実施

されていないケースも少なくありませんでした。また、

この時代の道路トンネルの維持管理においては、設備や

構造物に明確な損傷や不具合が確認されてから修理や更

新を行う事後保全が主流でした。東山トンネルでは1984

年と1988年に内空の調査が実施されており、1990年には

滋賀県側の東側抗口法面において法枠工およびグランド

アンカーの法面対策が実施されています。 

 

b)笹子トンネル事故と制度改革 

 2012年に山梨県で発生した中央自動車道笹子トンネル

天井板落下事故を契機に、全国的にトンネルの安全対策

と点検制度が見直され、2014年には「道路トンネル定期

点検要領」が策定された。これにより全ての道路トンネ

ルに対して原則5年に1回の近接目視点検が義務化され、
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損傷の種類と程度に応じてⅠ～Ⅳの4段階評価により健

全性が評価されることとなった。（表-1） 

判定区分は補修・更新計画に反映し、予防保全型の維

持管理へ移行することが求められている。 

 東山トンネルにおいてもこの制度に基づく定期点検が

実施されており、平成26年に実施した1巡目点検では判

定区分「Ⅱａ」としており、その後、平成31年に「道路

トンネル定期点検要領」が改定されており、同年に2巡

目点検を実施し、前回同様、判定区分「Ⅱａ」となるも

要領の改訂に伴い、「定期点検から2年程度以内を目安

に近接目視を行うこと」との追記がなされた事により、

令和3年に近接目視点検を行うとともに、別途、自走車

両による「画像撮影」及び「レーザー断面測量」を実施

し、直近では2023年に3巡目の定期点検が実施されてい

る。 

 

表-1 判定区分 

 

 

(3)  損傷の分析から補修対応 

トンネル本体については供用後30年を経過する1995年

頃に、トンネル全体での漏水の他に覆工コンクリートに

おいてもクラックや遊離石灰が確認された為、同年にド

クター診断を要請している。この結果、「覆工コンクリ

ートの損傷状況について調査すること」や「漏水箇所に

ついては線導水工もしくは鋼板補強工を検討すること」

等の助言があり、翌年には背面空洞調査としてレーダー

探査、ボーリング調査が行われ、「背面空洞による偏土

圧の作用」、「巻厚不足」、「排水不良に伴う水圧の作

用」が変状の要因として考察され、補修・補強対策方針

として、「①内面補強工としては鋼板接着工法を採用」、

「②外力作用に対しては裏込め注入工を全区間実施」、

「③土圧及び水圧の作用にたいしては、上半120°範囲

にロックボルトを打設」が示された。 

1998年から約2カ年にかけては対策工として、「①覆

工に鋼板を貼り付けた鋼板補強」、「②覆工背面へのグ

ラウト注入」、「③ロックボルト打設」、「④水抜き工

の設置」が上下線ともに行われ、大規模な補修としては

この一度きりとなっている。（図-1参照） 

2021年には、トンネルの天井に設置していた吸音板の

一部が垂れ下がり落下の危険性があった為、上り線で一

時通行止めが行われた。（写真-2）この事象もふまえ、

同年に2回目となる防災ドクター診断を要請し、「附属

物の腐食」、「鋼板補強のアンカー及び接着剤の劣化に

伴う鋼板の接着不足」、「コンクリート舗装の損傷等」

について指摘があった。 

  

 

図-1 1998年対策工 

 

 

写真-2 吸音板垂れ下がり状況 

 

3.  点検と技術の高度化 

(1)  点検と調査 

 2023年に実施された直近の定期点検においては、通常

の点検を行うとともに、2021年の防災ドクターの指摘を

考慮し、この点検のタイミングに合わせて別途、「①自

走式測定車による調査」、「②ファイバースコープを用

いた鋼板内部の調査」、「コアを用いたコンクリート強

度試験」を実施することとした。 

 

(2)  自走式測定車による調査 

 衛星電波を受信して位置情報を検出し、車両に搭載し

た複数台のCCDカメラでトンネル壁面を撮影し、クラッ

クや漏水の状況を確認するとともに、電磁波レーダーで

覆工の不可視部分（覆工巻厚、背面空洞）を探査し、高

精度レーザーで覆工コンクリート表面の凹凸を３次元座

標としてデータ取得し、変形を解析する。（写真-3）こ

の調査は2021年にも実施しており結果についても比較が

可能である。 
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(3)  ファイバースコープによる調査 

 鋼板の浮きが確認されている箇所と浮きがない箇所、

合計4箇所で鋼板補強の上からφ1㎝程度の削孔を行い、

ファイバースコープで孔内を調査したところ、浮きが確

認されている箇所では漏水が確認された。（写真-4）浮

きの有無については削孔を行う前にトンネル前線におい

て打音検査を実施し浮きの有無を判別している。 

 

(4)  コアを用いたコンクリート強度試験 

 コアは1箇所、鋼板の上から延長60㎝程度を採取した

が、途中でひび割れる事もなく小さなクラックもない非

常に綺麗な状態のコアであった。 

 試験の結果、トンネルの供用から60年程経過している

が、圧縮強度は設計24に対して60.4と十分な圧縮強度を

有しており、中性化も3㎝以下で顕著な進行は確認でき

ず、覆工コンクリート自体は想定より健全な状態である

ことが確認された。 

 

 

写真-3  CCDカメラ画像（クラック） 

 

 
写真-4 削孔内の漏水 

 

 

 

写真-5 採取したコア 

 

4.  点検結果と補修計画 

 (1)  損傷状況 

 鋼板の浮きについては2021年点検と比較を行った結果

として特に上り線において、箇所の増加と範囲の拡大が

顕著に見受けられる結果となった。 

 鋼板を留めているアンカーについては正常なアンカー

は錆汁も確認されずボルトキャップを叩いても落下しな

い状態である一方で、錆汁が染み出ている状態であった

り、ボルトキャップが脱落しアンカーがむき出しになっ

たり、頭ごと無い状態のアンカーが確認されるなど、固

定されていない箇所は樹脂のみ接着している状況になり

つつあり、鋼板の接着不足が顕在化している。（図-2） 

また、劣化に伴うキャップの脱落により第三者被害が想

定されるため、今回の点検では約700個を叩き落として

いる。 

 その他の点検結果として、附属物のケーブルラックの

腐食やコンクリート舗装の損傷、漏水が常時確認される

等により3巡目定期点検においては、トンネル全体とし

て判定区分「Ⅲ」となったところである。 

 

 

図-2 鋼板接着の断面 
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(2)  その他の課題 

 道路構造について現況の交通量から道路構造令に照ら

し合わせると3種2級となる一方で、東山トンネルの幅員

構成から照合すると、3種3級の左側路肩特例値に該当し

ている。（表-2） 

 

表-2 道路構造 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)  補修計画 

 今後の対策については現時点では計画検討中であるが、

覆工コンクリートについては健全性が確認できているた

め、鋼板補強は撤去し炭素繊維シートに置き換える事で

鋼板の浮きやアンカーの脱落といった懸念が払拭される。 

同時に附属物についても更新を検討している。 

 

5.  おわりに 

 本論文では、供用から現在に至るまでの変遷をふまえ、

点検の体系化や補修方針と今後の課題について述べた。

全国的にトンネルの高齢化が進む中で、人的資源の確保

や点検等による通行規制の問題など、制度の運用面での

課題も顕在化している。今後はＡＩ画像解析による劣化

検出やドローンを活用した点検支援技術を導入し、高精

度かつ効率的な維持管理への転換が重要であると考える。 

 

 

謝辞：本論文の執筆にあたり、参考資料の提供および助

言等いただきました関係者の皆様に深く感謝の意を表し

ます。 
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伊丹空港におけるプレキャストコンクリート版

のIPH工法を用いた延命化 
 

 

山根 成陽1 

 
1関西エアポート株式会社 基盤技術部 伊丹基本施設グループ  

（〒560-0036大阪府豊中市蛍池西町3丁目555番地） 

 

 大阪国際空港のエプロン誘導路に存在するプレキャスト版は，長年の供用により舗装の劣化

が見られ，舗装の延命化が課題となっている．そこで，内圧充填接合補強（IPH工法）を用い

ることで舗装延命化の検討を行った．施工にあたり，2023年度に試験施工を実施し，施工性や

補修前後の強度について確認を行い，一定の効果が見られることから，2024年度に本工事を実

施した．施工後は，点検において変状数が少ないことを確認している．本論文では，これら一

連の取り組みについて報告する． 

 

 

キーワード 延命化，プレキャスト版，IPH工法  

1. はじめに 

 

 大阪国際空港（以下，伊丹空港）は，1939年の開港か

ら2025年時点で86年を迎えた．航空機が駐機するエプロ

ン及び，エプロンへ向かう航空機が通過するエプロン誘

導路においては供用年数が50年以上経過している箇所も

あり，点検結果を踏まえた上で，優先度を決めて改修を

行っているところである．空港におけるコンクリート版

の改修には，主に無筋コンクリート（以下，NC版）を

用いているが，エプロン誘導路など日々復旧が求められ

るエリアについては，プレキャストプレストレストコン

クリート舗装版（以下，PPC版）やプレキャスト鉄筋コ

ンクリート版（PRC版）が用いられる．プレキャストコ

ンクリート版はNC版に比べて改修費用が高く，舗装を

延命化させることが課題となっていた．そこで，内圧充

填接合補強 Inside Pressure Hardening（以下，IPH工法）と

いう延命化工法を採用し，費用の低減を図りつつ安全・

安心を確保できる方法を模索した．この工法は，空港の

エプロンにおいては過去に県営名古屋空港1)において採

用された実績がある．伊丹空港においては，2023年度に

試験施工を実施し，施工直後及び1年後の経過観察にお

いて効果が認められたことから，2024年度に範囲を拡大

して本工事を施工した（図-1，2）．本論文では，IPH

工法を用いた舗装の延命化にむけた一連の取り組みにつ

いて報告する． 

 

 

2．  IPH工法の概要 

  

本工法は，注入器具取付位置を穿孔し，コンクリート

内部から流動性の高い樹脂を低圧で注入することで，微

細なひび割れまで高密度・高深度・高拡散の充填が可能

 

図-2 工事範囲（拡大図） 

 
図-1 工事範囲 
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な工法であり，土木学会技術評価委員会で評価2)を受け

た実績を有する．注入用の樹脂は流動性が高く，硬化後

は無収縮で高強度・高接合性によりコンクリートと一体

化し，強度の回復が期待できる上に，耐久性の向上によ

りライフサイクルコストの低減を図ることができる．一

般的な樹脂注入工法においてはコンクリート表面のひび

割れ位置から樹脂を注入するため，微細ひび割れまで充

填することができなかったが，IPH工法においては0.01 

mm幅の微細なひび割れまで流動性の高い樹脂を充填さ

せることができるため，ひび割れや豆板（ジャンカ），

漏水に対して効果があり，今回補修の対象としたPPC版

以外にも橋梁（梁・床版）やトンネルなどへの適用事例

がある．また，空港土木施設等維持管理マニュアル3)に

おいてコンクリートのひび割れに対する維持工法として

記載され，本工法は2020年4月より空港における標準的

な工法として位置づけられている． 

 

 

3．  補修対象範囲の構造と破損状況 

  

今回補修の対象としたのは図-2に示すPPC版72枚

（A=1,800 m2）である．このエリアは航空機が駐機する

20番スポット後方のエプロン誘導路上にあたり，20～27

番スポット及び41～44番スポットへ向かう飛行機が行き

来するため，重要な動線となっている．当該エリアは，

2000年度にPPC版に改修され，供用から25年以上が経過

している施設である．図-3，4にPPC版の平面図と断面

図を示す．PPC版には版同士を接続する接手構造である

ホーンジョイント（以下，HJ）があり，経年劣化によ

りHJ部の穴埋めモルタルの破損や飛散が発生している．

（図-5）．また，HJ部以外にPPC版本体についても異音

が見られており，浮きや表層剥離が生じている箇所があ

る．2018～2022年度までの5年間の巡回点検で見つかっ

た変状数は試験施工範囲で計71箇所，本施工範囲で145

箇所（図-6）と非常に多く，そのほとんどを樹脂モルタ

ル等で補修していた． 

 

 

4．  試験施工の実施と1年経過後の状況 

 

(1)   試験施工の目的と概要 

IPH工法による舗装の延命化の有効性及び施工性について

確認するため，2023年にPPC版9枚（A=225 m2）及び1年経過

後のモニタリングを実施した．本工事は，空港制限区域内

での施工であり，航空機の運航に支障をきたさないように

作業時間帯に厳しい制限が設けられており，具体的には運

航終了後から始発便までの深夜帯（22時半から翌朝6時）の

み作業可能で，実質的な施工時間は1日7時間程度に限られ

ていた．そのため，夜間に樹脂注入が完了し，硬化した上

で翌朝施工区域を開放できるかについても確認を行った． 

 

(2)   施工フロー 

施工は，図-7に示すフローで実施した．大まかな流れと

しては事前調査（打音調査等）により注入が必要と思わ

れる箇所を抽出し，注入箇所を決定した後，樹脂注入の

ための事前準備である位置出し・清掃・穿孔・防漏処

 

図-3 PPC版平面図 

 

図-4 PPC版断面図 

 

図-5 HJ部の変状状況 a)と従来の補修状況b) 

 
図-6 巡回点検における変状位置図 
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置・台座取付を行った後，樹脂注入と硬化のための養生

を行い，最後に器具の撤去・清掃を行う．施工後は，施

工結果について確認するため，事後調査（打音調査等）

及び採取したコアに対し圧縮強度試験を実施し，設計基

準強度を満足しているか確認を行った．なお，使用した

樹脂は通常用いられるエポキシ樹脂ではなく，短時間で

も硬化するアクリル樹脂を使用し，硬化に要する養生時

間の短縮を図った． 

 

(3)   補修範囲の決定と課題 

事前調査においては目視・打音調査及びコンクリート

の強度を叩くことで調べることのできるコンクリートテ

スタ4)（以下，CTS）調査を実施し，樹脂の注入箇所を

決定した．CTSには加速度計が内蔵されており，打撃力

波形を測定でき，コンクリート表面部（深さ50 mm程

度）の健全度が測定できる装置である． 

なお，CTS調査はデータのばらつきを考慮し，HJ部は

左右2点を各点3回ずつ測定，PPC版の浮き・剥離に対し

ては打音調査により40 cm四方を1箇所として不良箇所を

選定した後，1箇所40 cm四方を4分割して，各点で3回ず

つの測定を実施した．CTS調査で得られた表面劣化度指

数（以下，INDEX値）の0.9～1.5を正常範囲とし，各点3

回の平均値が正常範囲以外の場合，または3回のうち2回

以上が正常範囲以外にある場合は不健全と判断し，補修

箇所とした． 

 注入は，図-8のように，HJ部については各HJで1箇所

削孔して1本（50 cc以内），PPC版の浮き・剥離箇所に

対しては1箇所40 cm四方を想定し，各場所につき3本

（合計150 cc以内）を想定していた．しかしながら，事

前の打音調査等により1か所からの注入ではHJ部全面に

樹脂が浸透しない懸念がある箇所は2か所からの注入に

変更した．そのため，当初の想定と事前調査後の数量は

表-1となり，当初よりも注入本数が1.4倍（155本の注入

本数増）と大幅な数量増になった．本工法においては，

調査による数量変更を想定した上で，施工をすることが

望ましい． 

 

(4)   補修前後の強度変化 

 表-2に施工後に採取したコアに対して実施した圧縮強度

試験の結果を示す．未補修の健全部の平均強度が76.83 

N/mm2に対して，補修前ではコア採取が困難な不健全部で

のIPH補修後のコアは86.94 N/mm2と約1.1倍の強度の増強が確

認できた．また，PPC版の設計基準強度は40 N/mm2であるた

め，約2.2倍の強度となり，十分な強度回復が得られたこと

が分かった．また，施工性については施工を実施した4月に

おいて樹脂の硬化時間は約1.5時間で，翌朝の解放までに硬

化することが確認できた． 

 

(5)   1年経過後のモニタリング結果 

 施工から1年経過後（2024年）に，現場の状況についてモ

ニタリングするため，目視及びCTS調査によるINDEX値の計

測を実施した．表-3に調査結果を示す． 

HJ部については樹脂注入を実施した1箇所と，補修実施時

は健全であり補修を実施しなかった1箇所で不健全と判定さ

れた．全補修数（371箇所）に対して異常が見られたのはわ

ずか0.2 %であり，経過は良好であった．なお，HJ部につい

事前調査（打音調査・CTS調査等）

準備・位置出し・清掃

穿孔・防漏処置・台座取付

樹脂注入・硬化養生

器具撤去・清掃

事後調査（CTS調査・圧縮強度試験）
 

図-7 施工のフロー 

表-2 圧縮強度試験結果（試験施工） 

 箇所 本/箇所 
試験体

数 

平均圧縮

強度

(N/mm2) 

健全部 

(IPH未補修) 
3 3 9 76.83 

不健全部 

(IPH補修後) 
6 3 18 86.94 

 

表-1 事前調査による補修対象 

 全数 
要補修箇所 

（注入本数） 

要補修率

(%) 

HJ部 448 
244 

（399） 
54.5 

PPC版 

浮き・剥離 
93 50 53.8 

 

注入箇所

凡例

PPC版浮き・剥離箇所（40cm四方）

 

図-8 樹脂注入箇所 
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ては目視点検により，新たな変状が12箇所発見されたが，

樹脂注入を実施しなかった箇所の新規ひび割れや，樹脂注

入箇所の欠損（図-9）であり，強度には影響を与えない軽

微なものであった．これらの結果を踏まえ，経年劣化によ

り1年前は健全であっても状況が変化する場合があるため，

本施工では事前のCTS調査にかかわらずHJ部の全数を補修

の対象とすることとした． 

また，PPC版の浮き・剥離箇所については，補修を実施

した全箇所で良好で，目視点検でも変状は見られなかった．

これらの結果より，IPH工法がPPC版の健全化に有効である

と認められたため，範囲を広げて本施工を実施した． 

 

 

5．  本施工の実施 

  

(1) 本施工の実施内容 

 本施工は2024年度に，試験施工範囲を除くPPC版63枚

（A=1,575 m2）で実施した．試験施工を踏まえて，HJ部

については事前のCTS調査を省略し，全数を補修の対象

とした．HJ部については試験施工時と同様，目視と打

音調査の結果，1箇所につき2本注入の必要となる箇所が

多かったため，当初の想定としていた2,923箇所に対し

て，4,211箇所（1,288箇所増）となった．また，PPC版の

浮き・剥離箇所についてはCTS調査によって得られた結

果から，試験施工時と同じ基準で不健全と判定された箇

所に加えて，正常範囲を外れた箇所を抽出し，補修の優

先度を決めるためのランクを表-4に示すLevel1～6まで設

定し，施工者と協議の上補修対象範囲を決定した．なお，

INDEX値のランク付けは，Level1は軽微な不健全箇所で，

Level6に向かうほど表面劣化している可能性が高い指標

となる．今回は軽微な不健全箇所も含めて全て補修する

ために，Level1～6に該当する全ての範囲を補修箇所とし

た． 

 

(2)  樹脂注入と1日の作業面積 

本施工においては，試験施工と比べて注入箇所数が多

いため，作業可能時間と硬化時間に注意しながら作業を

進める必要があった．樹脂は調合後から硬化が開始する

ため，手早く注入作業を行う必要がある他，クラックの

大きさによって注入速度が異なるため，注入が完了した

場合は適宜注入器を取り外し，新たな注入器を取り付け

る必要もあり，全体の作業エリアを見渡した上で，作業

を進めていく必要があった．注入は硬化養生時間や最後

の注入器取り外し等の清掃作業も考慮し，PPC版10枚/日

（HJ部約660箇所注入）のペースで作業を実施し（図-

10），運用開始時刻よりも早めの朝4時ごろには施工を

終えることができた． 

 

(3)  施工結果と評価 

 樹脂注入後は，試験施工時と同じくCTS調査及び採取

したコアの圧縮強度試験により確認を行った．表-5に事

前調査と事後調査のCTS調査の結果を，表-6に施工後に

採取したコアの圧縮強度試験の結果を示す． 

HJ部のCTS調査結果においては，337箇所において不

健全の判定が出てしまったが，その多くがLevel1で，一

表-3 モニタリング調査結果 

 全補修数 
1年経過後 

良好 

1年経過後 

不良 

HJ部 371 370 1 

PPC版 

浮き・剥離 
50 50 0 

 

表-4 CTS調査のINDEX値によるレベル分け 

 
INDEX 

下限値 

INDEX 

上限値 

Level1（軽微） 0.72～0.90 1.50～1.68 

Level2 0.54～0.72 1.68～1.86 

Level3 0.36～0.54 1.86～2.04 

Level4 0.18～0.36 2.04～2.22 

Level5 0～0.18 2.22～2.40 

Level6（重度） 0以下 2.40以上 

 

 

図-9 1年経過後の HJ部の欠損状況 

 

図-10 樹脂注入中の状況 
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部がLevel2の判定であった．本施工において，HJ部は事

前調査を省略したため，補修前後での比較はできないが，

不健全部は全体の5.8 %であった． 

また，PPC版の浮き・剥離箇所においては，補修対象

としたLevel1～6の459箇所のうち，補修後でも77箇所が

Level1～3に該当していたが，いずれの箇所も補修前後で

Levelは低下しており，軽微な不健全箇所の判定へと改

善した．補修後で不健全箇所の判定が出た理由として，

CTS調査においてはハンマーの打撃の角度等でデータの

ばらつきがあることや，剥離は線状に発生していること

が多く，不連続の線状剥離が入り組んだ形となっている

場合は，樹脂が注入されない剥離も残ることなどが考え

られる．今回の施工においては，施工者の判断により注

入後にも再度打音調査を実施し，注入が足りないと思わ

れる箇所については再注入を実施している．また，工事

完了時においても発注者側で不健全箇所を打音により確

認したが，施工前後で打音した際の跳ね返りと音が変わ

っており，補修した効果が現れているものと考える． 

また，採取したコアの平均圧縮強度については，未補

修の健全部については68.63 N/mm2，IPH補修後は68.99 

N/mm2となり，いずれもPPC版の設計基準強度40 N/mm2を

上回った．しかしながら，本施工における補修後の平均圧

縮強度は，試験施工時よりも低く，健全部と比較して大幅

な強度回復は得られなかった．この理由としては，ひび割

れの状態や部材内部に入る樹脂の注入量によってばらつき

があることが考えられる他，今回補修を実施したエリアの

補修前強度が低かったことが考えられる．補修後の調査に

おいてLevel1～3に該当した箇所については今後も注視して

経過観察・点検を実施し，必要に応じて再注入も検討して

いきたい． 

 
 

6． まとめ 

 

本工事は，プレキャスト版を対象に，IPH工法を用い

た延命化について検討を行った．試験施工エリアについ

ては補修後の巡回点検において，2023年度と2024年度の

2年間の変状数はゼロであり，経過は順調である．本施

工エリアも含めて，今後も状況を経過観察していきたい． 

また，伊丹空港にはプレキャスト版による舗装が約

7,500 m2あり，今後は他のエリアへの適用も検討してお

り，安全・安心を第一に，ライフサイクルコストの低減

につなげていきたい． 
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図-11 工事完了後の状況 

表-5 補修前後でのCTS調査の結果（PPC版浮き・剥離） 

 補修前 補修後  

該当なし 2 384 

Level1（軽微） 10 60 

Level2 32 12 

Level3 123 5 

Level4 117 0 

Level5 83 0 

Level6（重度） 94 0 

合計（調査全数） 461 461 

 

表-6 圧縮強度試験結果（本施工） 

 箇所 本/箇所 
試験体

数 

平均圧縮

強度

(N/mm2) 

健全部 

(IPH未補修) 
6 3 18 68.63 

不健全部 

(IPH補修後) 
6 3 18 68.99 
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多様な環境に配慮した港湾工事の施工計画

～福良港湾口防波堤の事例～

池藤 八起

兵庫県 淡路県民局 洲本土木事務所 港湾第２課 （〒656-0021 兵庫県洲本市塩屋2-4-5）

兵庫県の福良港は県内でも多様な利用がなされている地方港湾であり，湾口防波堤を中心に，

防潮堤などが一体となって津波被害を軽減する整備方針を策定している．

海上施工が基本となる湾口防波堤整備は港利用や海洋生物など多方面への配慮が強く求めら

れ，各工事の施工計画には様々な工夫を取り入れながら進めており，本論では事業関係者との

合意形成を図る上での参考となる様，福良港の湾口防波堤事業を進めるにあたり，工事監理に

おいて配慮した事例を紹介する．

キーワード 港湾工事，湾口防波堤，合意形成，海洋生物

1. はじめに

 太平洋に面している兵庫県の淡路島南部は南海トラフ

地震により発生が懸念されている巨大津波によって甚大

な浸水被害が予想されている．特に南あわじ市の福良港

地区では県下最大の津波(T.P.+8.1m)襲来が予想されてお

り，本県が策定した「津波防災インフラ整備計画」の中

でも重点整備地区に位置付け，湾口防波堤を中心に防潮

堤や陸閘が一体となって津波被害を軽減する整備方針と

している．

福良港は図‐１に示すとおり兵庫県の淡路島南西端に

位置し，鳴門海峡に近く入り組んだ地形を有するため，

古くから天然の良港と言われている．また，過去には四

国との定期航路も開かれていた多様な利用形態を持つ地

方港湾の一つである．中でも漁業はいさり漁のほか，名

産品である３年とらふぐやサクラマスなどの養殖業が盛

んに行われており，防波堤の内外に関わらず湾内には多

数の養殖筏が配置されている．加えて，福良港周辺は瀬

戸内海国立公園に指定されており，本事業の整備箇所は

第二種特別地域（海域は普通地域）であるため，展望や

眺望の妨げとならず風致景観に配慮した工作物とする必

要があることから，港内利用状況とともに円滑な事業推

進のためには一定の配慮が必要であった．

2. 湾口防波堤事業の概要

(1) 整備方針

福良港の津波対策として湾口防波堤の整備方針を決定

するにあたり，2013年～2014年にかけて全５回の「福良

港湾口防波堤整備検討委員会」を開催し，学識者をはじ

め，地元自治会や観光，漁業，造船など関係者が多様な

視点から議論を行っている．この会では複数の整備ケー

スによる浸水や湾内環境のシミュレーションを提示し，

利用形態や費用対効果とともに地域として最適な整備位

置を選定している．

 その後，実施設計や細部設計に合わせて漁協や造船，

海運をはじめとした港湾利用者や地元自治会との協議を

経て，最終的には図－２～３に示すとおり，全長約

1.1km，天端高さT.P.+5.9mの防波堤を湾内に整備するこ

ととした．整備内容は大きく３パターンで構成され，①
図－１ 位置図（福良港）

福良港

兵庫県南あわじ市
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既設防波堤の嵩上げ区間（約0.7 km）や②新設防波堤区

間（約0.4km）に加え，③西日本初の海底設置型フラッ

プゲート水門（開口幅25m）と海水交換を目的としたロ

ーラーゲート式水門（開口幅10m）を２基整備する水門

区間で構成している．

(2) 計画・設計段階における配慮事例

先述の計画決定に至る段階において湾口防波堤整備に

対する課題とその対応例を表－１に示す．

一つ目は湾内水質への配慮であり，湾口防波堤が新設

されることで，防波堤内外の海水交換がされにくくなり，

湾内水質が悪化することによる匂いの悪化や海洋生物へ

の悪影響が懸念された．そもそも福良港は河川流入が極

めて少なく，湾内水質の維持は潮流による外洋との循環

に頼っている．これに対し，海水交換用の水門を２基設

置し，開口を分散させることで湾内全体の海水交換を確

保する構造としている．また，通水用水門は既存の防波

堤がなく，イワシなどの回遊が想定されるルートに位置

しており，海洋生物の生息環境維持にも寄与すると考え

られる．

 二つ目は眺望の確保および風致景観への配慮である．

これは地元住民の要望や国立公園を所管する環境省近畿

地方環境事務所の助言に基づき，化粧型枠を採用した．

当初はより景観に溶け込んだ自然石積みによる施工を提

示されたが，対津波という目的には石積構造では安全性

を確保することは困難である．そのため可能な限り周囲

の地形・景観と調和した巨石積型の化粧型枠を提案し，

周辺からの眺望をイメージパースとして提示するなどし

図－２ 湾口防波堤全体イメージ

図－３ 湾口防波堤の主な構造

表－１ 計画・設計段階における課題と対応

課題・懸案 対応

湾内水質 通水用水門(開口の分散)

眺望の確保 化粧型枠（巨石積型）

海底設置型ﾌﾗｯﾌﾟｹﾞｰﾄ式水門

反射波 消波工

航路切替 港湾利用者協議会
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て協議を重ね，理解を得た．さらに，水門形式に海底設

置型フラップゲートを採用したことで，海上部分の構造

物が最小限で抑えられ，眺望も確保できている（図－

４）．

 その他にも防波堤外側に位置する休暇村などの観光宿

泊施設に対し，防波堤からの反射波による被害拡大が懸

念されることから，防波堤の一部区間に消波工を設置し

ている．また，航路周辺の施工では航路の切替が必要と

なることから，港湾利用者との協議会を立ち上げ，利用

実態や安全対策への意見交換を踏まえ，事業着手に先立

ち施工順序を計画するとともに早期に利用者への共有を

図っている．

3. 施工時の課題と対応事例

本章では湾口防波堤の各工事において，施工時に生じ

た新たな課題とその対応事例を紹介する．福良港の利用

は漁業，造船，海運，観光など多岐にわたり，定期的に

船舶が航行している．そのため，作業船による海上作業

が大半を占める本事業において船舶航行の切替や安全確

保が重要であるが，本稿ではこの点については省略し，

環境面で留意した対応を３点紹介する．

(1) 水質への対応

a) 海底掘削における対策

第１に福良港は先述のとおり，湾内での漁業活動が盛

んに行われており，防波堤整備ライン周辺も漁場となっ

ている（図－５）．中でも養殖は３年トラフグやサクラ

マスなどのブランド化に成功し，市をあげて推進してい

るため，防波堤工事による湾内水質への影響の有無を強

く懸念していた．湾口防波堤は既設防波堤を活用した位

置に計画しており，整備ライン上の水深は比較的浅いこ

とから，直接基礎（捨石マウンド）による重力式防波堤

を採用している．そのため，一部区間では基礎厚の確保

を目的とした海底掘削が避けられず，円滑な事業推進の

ためには海底掘削による濁りを抑制もしくは拡大を防止

する対策が必須であった．

一般的に港湾・海岸工事において掘削の際に海底の砂

泥を巻き上げたことによる濁りの発生に対し，汚濁防止

フェンスを設置するなどして周辺への拡散防止に努めて

いる．本事業でも掘削等の作業時には汚濁防止フェンス

を設置しているが，濁りの拡散を完全に防止することは

困難であり，因果関係は不明なものの施工中に養殖筏単

位で衰弱，へい死が確認されたとの情報があった．

これに対し更なる対応を検討するため，養殖事業者か

ら情報収集を行った．養殖事業者によれば掘削によって

貧酸素水が拡散することのほか，濁りそのものや海底砂

泥に存在する寄生虫が浮遊しエラへ付着することで養殖

魚のへい死に繋がっているとの知見が得られた．また，

この現象は稚魚であるほど影響が出やすく，寄生虫自体

は海水温が高くなる５月以降であれば発生しなくなるこ

とから，寄生虫自体が生息しにくいとのことであった．

以上のことから掘削を実施する工事では汚濁防止フェ

ンスの設置に加え，事業計画として施工時期（5月～10

月を基本）の調整を行った．また，工事監理する上では

万が一，濁りが発生した場合でも潮位が低下傾向にかか

る時間帯に掘削作業を行い，防波堤の外側へ流出するよ

う受注者と協議を行った．これは防波堤内で耐性の低い

稚魚が養殖されているため，リスクを抑えるための安全

策としても実施した．

b) コンクリート打設における対策

前述の海底掘削と同様にコンクリート打設においても

漏出対策の徹底を図った．過去にコンクリートが湾内に

漏出した際には漁獲量への影響が甚大であった経験から

漁業事業者から強く対策を求められた．重力式防波堤を

整備する本事業では全工事において工事監理上の留意点

として漏出対策を徹底した．

コンクリートによる海洋生物への影響が生じる原因は

図－５ 養殖の分布(航空写真)

H25兵庫県撮影

成魚

稚魚等

↑ 太平洋

整備ライン

図－４ 煙島水門
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①pHの変動（アルカリ化），②細粒分の漏えいによる

懸濁であることから，濁りと同様に漏出防止，拡散防止

を基本的な対策と考えた．これについては打設計画の確

認を徹底し，残コンクリートの処分や洗い水のpH処理

などを実施する指導を徹底した．また，養生時の留意点

として，一般的な湿潤養生やシート養生を行う場合は資

機材の飛散防止の徹底，被膜養生剤を活用する場合は製

品仕様に基づいた施工条件を満たす管理の徹底を行い，

品質確保との両立に努めた．さらに海中での打設が予定

されている区間では，水中コンクリートや水中不分離コ

ンクリートを採用するなど材料の選定や打設時のホース

先端をシャッター構造とし，規定量打設後にホース内に

残ったコンクリートが必要以上に流出しないような取組

みを実施した．

(2) 騒音への対応

最後に特殊な事例としてイルカへの対応を紹介する．

本事業の施工場所は海上であり，工事騒音は人家へ影響

しないと考えられるため，あまり着目していなかった．

しかしながら，福良港では観光業としてイルカを多頭

飼育している事業者がおり，事業に着手し，本格的に工

事を推進しはじめた矢先に飼育中イルカの衰弱，へい死

が頻発した．これにより飼育事業者から対応を求められ，

音圧測定などによる原因究明を行った．この測定結果を

元に学識者へ意見聴取をしたところ，「工事がイルカに

対して聴覚障害を起こすレベルではなく短期的影響はな

いが，工事による船舶の増加など背景雑音レベルの上昇

が長期的ストレスを生み出した可能性は否定できない」

との回答を得た．またイルカの騒音に対する長期的スト

レスは世界的にも研究が進んでおらず判断が困難である

ものの，工事を進める上では海中騒音を減らす策を講じ

るべきとの意見も得られたことから，以降の近接施工で

は留意することとした．

具体的な対応を検討するため，事業者の飼育担当者と

の意見交換を行い，飼育記録（表－２に例を示す）と施

工状況の共有を図った．その結果，影響の大きい作業種

別は特定できないものの，比較的大きい音や長時間連続

する音に過敏な反応を示し，連続すると食事を拒否する

などを経て衰弱する傾向が見られた．またイルカは１日

５食で飼育管理されており，特に１食目はエネルギー確

保に重要であるとの飼育担当者からの意見もあり，①１

食目完了後に施工開始とする，②２食連続で拒否した場

合は大きな音の作業を中断する，③近接区間では作業船

の移動を最小限とし可能な限り停泊する，の３点を施工

時の要点とした．これに加え，汚濁防止フェンスの２重

化など音・振動の伝播抑制を実施し，問題は発生しなか

った．

4. おわりに

 大規模な海上工事である湾口防波堤では計画～施工の

全ての段階において関係者から多くの懸念が示され，円

滑な事業推進には適切な対応が求められた．

本事業の実施にあたっては関係者の持つ経験や感覚を

といった暗黙知を明確化することに注力し，客観的にも

理解しやすい対応策を見出すことができた．関係者との

地道な意見交換は容易なものではないが，信頼関係の構

築には必要不可欠であり結果的に事業に対する合意形成

に繋がり，円滑な事業推進が図られたと考えられる．

謝辞：本事業の推進にあたり，国土交通省をはじめ地域

の方々や港湾利用者など多くの関係者のご協力とご理解

に感謝します．

表－２ 飼育記録と施工状況の例

日時 イルカの様子 施工状況

11/8 AM 落ち着きがない

食欲の低下

基礎捨石工

 （がれき音）

11/9 終

日

食欲の低下

トレーニング拒否

基礎捨石工

 （がれき音）

11/10 特に異常なし 現場休工

11/11 音に挙動不審

施工場所を注視

仮設足場移設

（動力の音）

11/12 挙動不審 鋼管切断

 （高音）
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